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事業構想大学院大学とは 

事業構想大学院大学は 2012 年 4月に東京・南青山に開学した、事業構想と構想計画を構築

する文部科学大臣認可の社会人向け大学院です。「知の実践研究・教育で、社会の一翼を担

う。」の理念のもと、事業の根本からアイデアを発想し、事業の理想となる構想を考え、実現

するためのアイデアを紡ぎ、構想計画を構築していくことを対象とした多様なカリキュラムを

提供しています。また、SDGsを専門に研究する「SDGs総研」を発足させ、事業活動を通じ

た社会課題の解決に向けて様々な分野で活動しています。 
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発行にあたって 

～独立行政法人中小企業基盤整備機構 近畿本部長 内山
うちやま

 崇
たかし

～ 

SDGs（持続可能な開発目標：Sustainable Development Goals）は、2016年のスタート

から 5年が経過し、産業界や教育界を中心に広く知られるようになり、経済界全体での関

心も高くなってきました。しかしながら、中小企業においては、今もって広く取り組まれ

ているとは言えない状況にあります。 

 

世の中では、新型コロナウイルスの蔓延によって始まったニューノーマル時代に合わせた

組織や地域社会の在り方が有無も言わせず求められている状況にあり、それらの社会課題

に対する企業経営という点において SDGs の重要性は一層高まっていると言えます。 

本書は、そういった時代背景を踏まえ、今まさに中小企業が経営において SDGs を活用

し、持続可能な自社の経営を行うための理解と行動の一助とすることを目的としたガイド

ブックです。 

 

○中小企業がなぜ今、SDGsに取り組まねばならないのか 

○SDGsに取り組むことは経営を強くし、企業の発展、経営の持続性につながるもの 

（SDGsは奉仕ではなく、企業経営のために活用するもの！） 

○どのように中小企業の経営に SDGs を取り込むのか～手順・手法について 

○中小企業の SDGs の取り組み事例 

 

本ガイドブックは、以上の項目で SDGsとは何かを紹介しながら、具体的な取り組み方、

進め方のイメージをつけてもらう構成となっていて、SDGs の概念や細目を学習し、SDGs

の理解を深めることを目的としておりません。 

 

SDGs が企業に求めている本質と取り組む際のポイントを理解し、中小企業の皆様が各自

の企業経営で SDGs への取り組みを行うことで、まずは皆様の企業経営が持続可能にな

り、その皆様の事業活動が結果的に SDGsの目標である持続可能な社会の構築に貢献する

ことになってほしい。そのため、中小企業の皆様がすぐ自社で活用できるような実践的な

方法や取り組み事例の紹介に努めています。 

 

一人でも多くの読者が SDGs経営の必要性に気付き、その取り組みを始められ、それが組

織の活性化や生産性向上等会社の発展、ひいては社会の貢献に結びつくことを心から願っ

ています。 

  



 

発行に寄せて 

～経済産業省 近畿経済産業局長 米村
よねむら

 猛
たけし

～ 

コロナ禍の中、私たち近畿経済産業局は、これを乗り切る支援に尽力していますが、同時

に、ウィズ／ポストコロナを意識した応援も重要です。その一つが SDGsです。 

まだ身近と思えぬかもしれません。コロナ禍の中、社会貢献はとても、と思う皆さんが多

いのもよくわかります。 

本ガイドブックを読んで下さい。SDGs をうまく身近にすれば、社会貢献だけでなく、中

小企業の「ビジネスそのもの」が強くなれるはずです。本ガイドブックはそれを伝えるた

めに作られました。 

 

この関西には、SDGsを育む豊かな土壌があります。一つは、２６年前の阪神淡路大震災

の際に生まれた「ボランティア文化」。個々が社会の在り方を考える素晴らしい土壌で

す。それに、近江商人の「三方良し」の土壌。滋賀県の近江商人博物館で実感しました

が、例えばこれらは、現代の SDGsに良い影響を与え続けています。 

４年後の２０２５年大阪・関西万博は「SDGs万博」でもあります。SDGs目標期限の５

年前、その時点の活動や将来課題が熱く語られるでしょう。皆さんの経済活動を SDGsで

語ることは、直接に万博に、そして世界に繋がります。 

先ほどの「三方良し」。「売手良し・買手良し・世間良し」ですが、万博によって、世界

の様々な人々と繋がり、それが世界全体のエコシステムと繋がるきっかけとなるのではな

いでしょうか。時空が拡張し、「子孫良し（将来の子どもたち）」「地球良し（世界の

隅々）」まで含めた、「関西発の『新たな三方良し』」の誕生です。 

是非、本業でこの SDGsに繋がって、世界中から魅力的と言われる強いビジネスを、ひい

ては強い社会経済を構築しましょう。 

 

近畿経済産業局でも、JICA関西、関西広域連合とともに「関西 SDGs プラットフォーム」

を立ち上げていて、既に１１００団体の参画があります。様々なセミナー等で SDGsを広

げる運動を行っています。本ガイドブックを手に、ご一緒しませんか。 

結びに、本ガイドブックを作成頂いた中小企業基盤整備機構近畿本部並びに学校法人先端

教育機構 事業構想大学院大学他関係者の皆さんに感謝申し上げ、本業×SDGs のムーブ

メントがこの関西から力強く広がることを期待し、ご挨拶とします。 
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第１章．SDGs を意識しない経営では生き延びていけない時代の到来 

 

SDGsを知っていますか。「2030年までに国連の加盟国すべてが達成すべき持続可能な開

発目標」=Sustainable Development Goals サスティナブル・ディベロップメント・ゴー

ルズの頭文字をとって“エス・ディー・ジーズ“といい、17の目標とそれを達成するための

169のターゲットから構成されています。 

 

まず、SDGsと聞いて、これまで自社の問題としてイメージできていた中小企業の方はそ

れほど多くはないと思います。SDGsへの取り組みは地球温暖化、気候変動、生物多様

性、海洋汚染への対応などの地球全体での環境問題や、開発途上国における貧困・食料問

題など世界的な課題への対応、貢献のことであり、そういった話であれば、国や大企業が

やればいいことで、中小企業があえて取り組むメリットも必要性もない―多くの中小企業

の方はそう考えられていたのではないでしょうか。 

 

もちろん、中小企業の中でも例えば太陽光発電事業のような再生可能エネルギービジネス

を社業としている方などは「自社の問題」として SDGsを捉えているケースが多いかも知

れませんが、事業や業務の内容がそういったビジネスと関係がない場合は、SDGsは自社

の経営には関係ないと感じる方がほとんどだと思います。 

 

しかし、消費者や取引先は食品ロスやプラスチックごみに対する認識が十分でない企業と

の取引を嫌厭する方向に向かっていたり、また、これから就職する学生たちは義務教育か

ら SDGsを学んでおり、SDGsに取り組む企業を就職先候補として優先したりするかもし

れません。まさに企業経営において、SDGs が謳う「持続可能性」を誰しもが考えずには

いられない状況にいるといえるのではないでしょうか。 
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第２章．中小企業にとっての SDGs とは？～SDGs 活用のポイント～ 

 

SDGsは歴史的に社会貢献活動「CSR（Corporate Social Responsibility）社会的責任」の

一環であると捉えられがちですが、そうではなく、SDGsは経営に活用すべきもので、取

り組みによって、経営強化につながるものです。では、中小企業にとって SDGsに取り組

む意義・活用ポイントはどのようなものでしょうか。 

 

○SDGsが企業に求めているのは「事業そのものによる社会課題の解決」への取り組み 

 

事業活動による取り組みであるということは「利益を上げられる持続可能な事業運営（経

営）」が前提となります。企業にとっての義務や費用、経費の話ではないのです。 

 

 ○SDGs は身近なもので、企業経営に活用すべきもの 

 

SDGsは明確な認定基準があったり、誰かに認証されたりするものでもありません。例え

ば多くの企業が取り組んできた ISO規格のような審査があるわけでもなく、取り組んだか

らといって直ちに確実に利益が生じるわけでもありません。 

SDGsへの取り組みとは世の中に様々ある社会課題―少子高齢化、ゴミ問題、食料自給

率、後継者不足、空き家問題、ジェンダー問題、異常気象…などに事業活動を通して解決

を図ることであり、企業の多くはすでに何かしらの社会課題解決へ貢献する取り組みを行

っています。 

特に日本の中小企業や小規模事業者の経営者こそ、三方良しの精神でお客様と社会と自社

とがそれぞれより良くなるという経営を強く意識していることも多く、気付かないうちに

SDGsへの貢献を事業の中で行っているのです。 

このように SDGs は身近なものであり、あとはこれを認識し、企業の発展のためもっと経

営に活用すべきなのです。 

それでは、なぜ企業は SGDsに取り組む必要があるのでしょうか。 

 

 ○SDGs への取り組みは「経営にプラスになるもの」 

 

① SDGsの対象である「社会課題解決」の市場規模は「1,200兆円」と言われている！ 

② SDGsは世界に通じる「共通言語」。自社の経営・事業を世に伝えやすくするもの。 

③大企業や金融機関、投資家、消費者からの信用、支持の獲得につながるもの。 

④採用活動など人材確保に優位に働くとともに、社員の企業への愛着、業務への誇りを高

めること等に寄与するもの。 
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⑤さらに、社員の SDGsへの意識・認識の高まりは「社会課題解決」に資するニュービジ

ネスの創出や業務上の新たな改善等にもつながるもの。 

 

SDGsの取組みは、長期的には、経営の強化や事業の持続性につながり、結果として「会

社の利益」につながり、経営のプラスになるものであることと認識することが必要です。 

 

 
 

図表１「SDGs に関する市場機会」 

【PwCのレポートによると年 12 兆ドルの新たな市場規模があると言われている】 

出典：月刊「事業構想」2018年 4月号（学校法人先端教育機構 2018年 3月） 
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第３章．経営の面から SDGsを意識した方が良い 4 つの視点 

 

SDGsを意識した方がいいことについて、企業経営をするにあたって重要なファクターで

ある「消費者・顧客」「取引先」「資金調達」「採用」という 4つの視点から整理してみ

ます。 

⑴ 消費者・顧客 

SDGs の認知や関心が高まるにつれて、「消費者・顧客」の視点も変わって来ています。

そんなことを言っても、現実には、「より安い方が良いに決まっているではないか」とい

う反論もあるかもしれません。しかし、変わって来ていることは間違いのない事実です。 

 

昨今「SDGsに即した商品やサービスを好んで使用したい」という意見が増えていて、具

体的には、最小限度のものを購入する（ミニマル）、長期的に使用する（ロングライ

フ）、循環型で使用する（サーキュラー）と言った方向性の関心が高まりつつあります。 

欧米ではすでに、同等の製品の場合には「SDGs配慮型の製品やサービスの方がより販売

量が多く、利益貢献度も高い」といった状況があり、日本においても、今後 SDGs教育を

受けてきた今の義務教育世代を含めた学生・若者が中心消費者世代になるにつれて、この

ような変化がより顕著になってくるものと考えられます。 

 

 

 

 図表２「エシカル消費(＊)についての興味度（2016 年・2019年比較）」 

【3年間で「興味がある」が 23.2％増加で 59.1％と関心が大きく高まっている】 

出典：「倫理的消費（エシカル消費）」に関する消費者意識調査報告書（消費者庁 

2020年 2月） 

https://www.caa.go.jp/policies/policy/consumer_education/public_awareness/

ethical/investigation/assets/consumer_education_cms202_210323_01.pdf 

 

図表２ 

https://www.caa.go.jp/policies/policy/consumer_education/public_awareness/ethical/investigation/assets/consumer_education_cms202_210323_01.pdf
https://www.caa.go.jp/policies/policy/consumer_education/public_awareness/ethical/investigation/assets/consumer_education_cms202_210323_01.pdf
https://www.caa.go.jp/policies/policy/consumer_education/public_awareness/ethical/investigation/assets/consumer_education_cms202_210323_01.pdf


 （＊）「地域の活性化や雇用なども含む、人や地球環境、社会に配慮した消費やサービス」

のことを「エシカル消費」と呼びます。言い換えると、SDGs を意識した商材・サービ

スとも言えます。 

 

⑵ 取引先  

 

また「取引先」からの視点はとりわけ企業間取引において重要性を増していて、特に大手

企業における SDGs 経営の推進の動きは、グループ企業や、取引企業にまで及びはじめて

います。今、大手企業は取引企業に対し、SDGsに関連した環境や地域貢献の取り組みな

どを確認したり、厳しいところでは、CO2 削減目標数値をアンケートとして求めたりする

場合もあります。 

大手企業との取引を継続するために必要という見方だけではなく、むしろ、大手企業との

取引を拡大させるための 1つのきっかけ・武器として SDGsを活用する視点を持つことが

重要です。 

 

      

図表３「社内における SDGs の認知度の経年変化」 

【全ての対象において、年々認知が高まっている】 

出典：『「SDGs日本企業調査レポート 2019年度版」ESG 時代における SDGsと

ビジネス ～日本における企業・団体の取組み現場から～』（IGES（地球

環境戦略研究機関） 2020 年 3月） 

 

 

図表３ 
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図表４・５「企業所在地、企業規模別の SDGs認知度」 

【関西に所在する調査対象企業のうち約半数が SDGsについてアクションを検討・

実施している。企業規模別では、売上高 500億円超の企業の 8割強が SDGsについ

てアクションを検討・実施している】 

出典：「関西製造業振興に向けた SDGsへの取組に関する調査専門部会 調査報

告書」（一般社団法人日本機械工業連合会、一般財団法人機械振興協会 

2021年 3月） 
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SDGsの内容について知っているが、特に対応は検討していない

SDGsについて対応・アクションを検討している

SDGsについて既に対応・アクションを行っている

無回答
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SDGsについて対応・アクションを検討している

SDGsについて既に対応・アクションを行っている

無回答
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図表６「取引先に SDGsへの取組を求められる機会」 

【調査対象企業のうち売上高 500億円超の企業では、すでに 3割超の企業で

SDGsの取組みを条件として提示されている】 

出典：「関西製造業振興に向けた SDGsへの取組に関する調査専門部会 調査報

告書」（一般社団法人日本機械工業連合会、一般財団法人機械振興協会 

2021年 3月） 

 

⑶ 資金調達 

地域金融や中小企業の資金調達においても、SDGsの重要性が高まっています。具体例と

して、環境省では全国の地方銀行や信用金庫に対して、地域 ESG金融の促進を図ってい

ます。都市銀行、第一・第二地方銀行のみならず、信用金庫、信用組合など多くの金融機

関が SDGsに取り組む企業に有利な金融商品を発表しており、その傾向はますます強まっ

てきています。 

例えば、滋賀県内でいえば、滋賀銀行は、「しがぎん SDGs宣言」を行い、金融商品とし

て、預金 1回あたり滋賀銀行が一部を負担し、たまった資金を環境保全活動にあてる「エ

コプラス定期」や、SDGs 私募債、LGBT支援などに取り組んでいます。 

また、滋賀県信用保証協会も、SDGsに取り組む事業者が当初立てた SDGsに貢献する事

業目標を達成していくことで保証料率を下げる「SDGs 保証」という保証制度をつくっ

て、SDGs に取り組む中小企業をより支援する方向に動いています。 
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SDGsへの取組が取引をする上で必須ではないものの求められることがある

現在はSDGsへの取組を求められる機会はないが、今後は増えると考えられる

現在はSDGsへの取組を求められる機会はなく、今後もないと考えられる

無回答
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金融機関名 SDGs関係の取組み 

佐賀銀行 さぎん 6次産業化応援ファンド 

鹿児島銀行 新たな産業育成に向けて出資し、新規事業者の設立支援 

北洋銀行 課題解決事業を収益性のみならず SDGs視点からも事業評価 

名古屋銀行 新規事業（リサイクル事業）の成長性を評価 

図表７「地域金融機関による SDGs推進の取り組み事例」 

【地域金融機関にも SDGsへの取組みが加速している】 

出典：「事例から学ぶ ESG地域金融のあり方」（環境省 2019年 3月） 

https://www.env.go.jp/content/900538746.pdf 

 

政府も 2021年夏にはソーシャルボンド（社会貢献債）の発行拡大に向けた指針をつくる

動きを見せているなど、SDGs の促進に関する動きを強めています。地域経済において

も、地域銀行や信用金庫などを中心に、ますます ESG投資（＝企業活動における環境

（Environment）、社会問題（Society）、企業統治（Governance）という非財務情報を

重視する投資手法）の観点を重要視する動きは出てくるものと思われます。このような状

況からも、今後、SDGsを意識しないと生き残れない時代がすでに到来しているといえる

でしょう。 

 

 
図表８「ESG地域金融に取り組むメリット」 

【地域金融機関にとっても SDGsに取り組むことはメリットがある】 

出典：「ESG地域金融実践ガイド」（環境省 2020年 4月） 

http://www.env.go.jp/press/files/jp/113742.pdf 

 

⑷ 採用 

次に採用の面から SDGsについて見てみましょう。 

これから社会に出る若年層は、SDGsを身近に感じるようになっています。2020年度から

小・中・高校で順次実施されている新学習指導要領(＊1)は、前文と総則に「持続可能な社

会の創り手となる」との文言が盛り込まれるなど、SDGs を強く意識した内容になってい

ます。すでに多くの私立中学校入試問題では、SDGsに関するテーマの出題がなされ、持

https://www.env.go.jp/content/900538746.pdf
http://www.env.go.jp/press/files/jp/113742.pdf


続可能な社会の実現に向けての関心や思考が問われています。一人一人の児童生徒が、持

続可能な社会の創り手となることができるようにすることが、これからの学校には求めら

れているのです。 （＊1：学習指導要領「生きる力」（文部科学省）） 

 

         

図表９「SDGs の認知度 (SDGsという言葉を知っている、聞いたことはある)」 

【若年層ほど SDGs を認知している】 

図表 10「SDGsを知ったきっかけ」 

【中学生 4 割弱、高校生 8割弱、大学生 7割弱が SDGsを学校で習っている】 

出典：「学生たちの間で、SDGsがこれほどまでに認知されているのはワケがあ

る」（Forbes Japan 2020 年 9月）

https://forbesjapan.com/articles/detail/37254/1/1/1 

         

さらに、大学は、昨今、SDGsの達成に向けて、次世代リーダーの育成や研究開発、最先

端のデータ・政策の分析等が強く求められるようになっていて、すでに多くの学校の授業

の中で SDGs が取り入れられています。そのため、大学生も SDGsへの取り組みに関心を

持つようになり、企業規模の大小や福利厚生などの条件面ではなく、SDGsにどれだけ寄

与しているか、という視点で仕事を選ぶという就職先の選定基準にも含まれるようになっ

てきています。 

図表 10 図表９ 
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図表 11「就職活動と SDGsのとりくみについて」 

【社会貢献度の高さが就職志望度に影響したと答えた学生は 65.2%】 

出典：「就活生の企業選びと SDGsに関する調査」（ディスコ 2020年 8月） 

https://www.disc.co.jp/wp/wp-content/uploads/2020/09/sdgsshu_202008.pdf 

 

 

北海道大学 

 

＜食水土資源の危機に挑む＞ 

大学院国際食資源学院で、食水土資源の危機に挑む次世代リーダーを育成 

岡山大学 

 

＜行動指針や事例集を策定＞ 

「SDGs モビール」で、 SDGs と 17の目標の関係図を示した 

立命館大学 

 

＜学生の主体的な挑戦を応援＞ 

学生や学園生徒の SDGsへの挑戦を多面的に支援 

図表 12「すべての大学に求められる SDGsに対応した次世代リーダー育成」 

【大学教育にも SDGsが組み込まれている】 

出典：月刊「先端教育」2020年 8月号（学校法人先端教育機構 2020年 7月） 

https://www.sentankyo.jp/articles/25d1f63d-c631-4104-bd0e-1d1117fbedd3 

 

 

このように、大学生を含め、今後小・中・高校の授業の中で SDGs を学び、関心を持つ学

生が飛躍的に増えていきます。そうなると、企業の採用活動においては、SDGsに取り組

むことが有利に働き、逆に、意識をした経営をしていないことは不利に働くということに

なります。中小企業にとっては、SDGsを取り組んだことの成果に直結しやすい領域とも

いえると考えられます。 

図表 11 
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また、こうした子供たちは、採用の面だけでなく、5年後、10年後の社会において、消費

者・顧客、投資家、取引先などにもなっていくことを忘れてはいけません。 

 

 

図表 13「SDGs の達成への貢献で向上される企業価値」 

【企業の好感度、評価とともに「社員のやる気」の向上が期待されている】 

出典：「SDGs に関する企業の意識調査」（帝国データバンク 2020年 7月） 

https://www.tdb.co.jp/report/watching/press/pdf/p200708.pdf 

 

 

 

 

図表 14

１４ 図表 14「SDGsに取り組むべき主体」 

【大学生の過半数は個人や生活者が積極的に取

り組むべき主体だと認識している】 

出典：「SDGs に関する調査」（クロス・

マーケティング 2020年 2月）  

https://www.cross-m.co.jp/news/

release/20200220/ 
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図表 15「サステナブル商品の利用・購入意欲」 

【大学生の 6割強がサステナブル商品の購入を検討・実施している】 

出典：「SDGs に関する調査」（クロス・マーケティング 2020年 2月） 

https://www.cross-m.co.jp/news/release/20200220/ 

 

 

  

図表 15

１５ 
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第４章．やってみよう！SDGs経営 

「それでは、どのように会社として SDGsに取り組んでいけばいいのか？」この章では、

多くの中小企業や小規模事業者の方々が悩むことの多いと思われる、どのように SDGsに

取り組んでいけばいいのか、という点について、世界的に最もスタンダードな手順である

「SDGコンパス」に沿いつつも、ここでは、それを正確に解説するというより、噛み砕い

て、できるだけわかりやすく書いていくこととします。 

 

ステップ 1：SDGs を理解する 

 

まずは、やはり SDGsに書かれている「解決すべき課題・目標」を理解することが最初の

ステップになります。分厚い参考書のようなもので勉強する必要はありません。本書で

SDGsの本質を理解できたなら、SDGs で設定されている 17のゴールとはどんなものか？

さらに 17のゴール毎で具体的な目標として書かれている 169のターゲットの内容はどん

なものか？について、ザっとでもいいので読んでください。きっと会社の事業の取組の中

ですでに貢献しているもの、また、これからできるものが見つかります。 

SDGs に関する基礎本・入門書は多数ありますし、SNSでも読むことができます。マンガ

本でも構いません。 

ポイントとすれば、十分に理解をしてから取り組む、というよりは大まかな部分を抑えな

がら、早速、ステップ 2以降の実施段階に入っていき、実践する中で理解を深めていくこ

とです。 

 

 

ステップ 2：自社の事業の中で SDGsへの貢献にあたる取り組みを探す、または、自社で

取り組む SDGsに関係する優先課題を決定する 

 

次に、SDGsの 17のゴール、169のターゲットを読んでいく中で、自社の事業での取り組

みが SDGsへの貢献になっていないかを探します。自社で提供する製品やサービスなどが

直に SDGsへの貢献になっていれば、わかりやすいと思いますが、SDGsへの貢献は、そ

ういう直接的な貢献だけでなく、本業を推進するために取り組んだ「経営改善」の取り組

みにも表れています。それらの方が実際、中小企業の営みの中では多いのではないでしょ

うか。こちらの経営課題に対する改善の中で発生する SDGsの例は第６章「経営課題別

SDGs実践」に詳しく記載します。 

 

また、本業以外で取り組んでいること、例えば、事務用品は環境配慮型のものを購入する

ようにしているとか必ず地域の生産食材を使用している、また、女性従業員が働きやすい

ようなWEBを活用した教育制度を取り入れているなども SDGsへの貢献になります。そ



ういった事業の中での取り組みから探しだして、自社にとってより重要なテーマ、関連が

深いテーマをピックアップしていきます。これは、「後付けマッピング」とも言われ、自

社の取り組みが SDGsのどの項目に関連するか、該当するかを整理するものです。 

自社にとって重要なテーマなどは、社是や社訓によく記されています。そういうところか

ら SDGsのどのゴール、ターゲットに該当し、貢献しているかを探し、その中でも自社が

重視し、取り組むことを整理していくのがいいかと思います。 

各企業の事業や業務を棚卸しして、その中で、どのような関わりがあるかをピックアップ

していく際に、プラス面のことだけではなく、マイナス面のこともピックアップしていく

ことが重要です。これが、ステップ 3以降の目標設定や、改善提案にも繋がっていくこと

になるからです。 

プラス面は、よりプラスを大きくするように工夫できないか、マイナス面は、マイナスを

減らすことができないかを検討することによって、目標設定や、改善、新たな価値創出に

も結びついていきます。 

 

ステップ 3：目標を具体的に設定する 

 

ステップ 2で決定した SDGsへの貢献で取り組む優先課題に対し、具体的な成果の目標を

設定します。 

これは会社の「売上目標」の数字などと一緒です。せっかく、優先課題をピックアップし

たからには、具体的に行動・実行に移すための具体的な目標が必要で、定量・定性で目標

を設定していくことで、それはできます。 

 

毎年、目標を立てていく際に、これまでの達成状況などから、次年度はもう少しプラス

に、といった過去のデータをもとに目標を決定することが一般的ですが、SDGsへの取り

組みに慣れてきた時には、大局的な視点から、目標設定するように変化させていってくだ

さい。大局的とは、「世界的にみて」という視点です。世界が求めている達成度と自社の

現状の達成度と比較して、できるだけそのギャップを埋めていく努力を行うことが新しい

「技術」「製品」「サービス」「価値」などを創出することにつながりますし、そういう

企業が増えてくれば私たちの暮らす世界の環境も好転してくるのではないでしょうか。ま

た、そういう取り組みを行う企業が選ばれて残っていく流れであることはすでに述べたと

おりです。 

 

ステップ 4：経営へ統合する 

 

「経営へ統合する」とは「実際に事業にあてはめて行動を開始する」ということです。行

動を開始する＝事業として行っていくには、「社長のリーダーシップ」が重要です。社長
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が「やるぞ！」と動かないと、「CSR 推進室」や「広報部門」などの担当部署の業務で

あるという認識になってしまいがちで、社長自らの強い意志の表明と行動が必要です。 

中には、目標設定のみならず、評価、報酬制度にまで組み込んで社員に「当事者意識」を

植え付けるところまで徹底している企業もあります。 

まずは、社内の研修や、ホームページへの SDGsへの取り組みの掲載のほか、SDGsロゴ

バッジを社員全員で着けたり、目に見えるツール類の整備を行ったりすることで意識を醸

成することが重要になります。 

 

ステップ 5：SDGs に取り組んだ事項の報告とそれについてコミュニケーションを行う 

 

最終ステップは報告とコミュニケーションです。上場企業であれば、きっちりした統合報

告書やサステナブルレポートなどを作成し、投資家・株主をはじめ、様々なステークホル

ダーに情報公開します。中小企業においては、上場企業のような開示義務的な報告とコミ

ュニケーションではなく、様々な機会獲得のための企業 PRとして報告とコミュニケーシ

ョンを活用しましょう。 

 

営業部門であれば、顧客や新規営業先とのコミュニケーションで SDGsの取り組みについ

て話題にすることで、連携できることがないかという視点でやりとりができる可能性が出

てきます。それは相手先も SDGsに貢献している企業と取り引きすることが今後自社の

SDGsへの貢献につながっていくと考えられるからです。また、人事・採用担当であれ

ば、学生の関心を惹きつけることに当然つながります。逆に今、中小企業に SDGsの取り

組みがまだ広がっていない中、早くに SDGs への取り組みを始めることは学生からみた企

業としての差別化にもつながることになるでしょう。 

 

しかし、コミュニケーションの際には、過大に表現することや、ましてや出来ていないこ

とを出来ているように発信することは当然控えなくてはなりません。SDGsは世界共通の

崇高な目的のゴールであることを忘れてはなりません。そういう企業は逆にネット上でバ

ッシングを受けたりすることことにつながります。マイナスの側面をマイナスとして伏せ

るのではなく、そこに対するチャレンジを公表することでプラスに受け取られることもあ

るのです。 
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第５章．「ステップ」を着実に進めるために [補足説明] 

 

ここまで、SDGsへの取り組み方を 5つのステップで、中小企業向けの要点を中心に書か

せていただきました。ここで、この 5ステップを有効に進めるためのポイントをもう少し

補足的に説明します。 

 

・ステップ 1～3を進めるために 

 

企業経営をする上で、経営者の方は「組織の活性化」については常に念頭にあると思いま

す。 

特に、若い世代を惹きつけるには、非常に重要な視点となります。 

若い世代、社歴の浅い社員は、どうしても事業全体が見えにくく、また、事業と社会との

関わり合いも見えにくいものです。そこで SDGsを活用し、自分たちの事業がどのように

SDGsに貢献しているかを整理することができれば、今の若い世代は SDGs を学んできて

いるため、与えられた業務と社会との接点が見えてきて、働きがいやモチベーションの向

上につなげられます。 

 

すでに SDGs を実践している企業では、社内での勉強会やワークショップを通して、

SDGs の理解をはかりつつ、自分たちの事業がどのように貢献しているかについて整理を

するところから取り組みを始めるケースが多いようです。その結果を、ホームページや広

報冊子にまとめ、配布することで、企業の取り組みや姿勢を社内外に理解してもらいやす

くなりますし、PRになります。さらに、理解を深め、2030年目標などの長期的な目標を

策定できれば、進むべき方向性を共有することもできるようになります。 

 

そのためにも、トップメッセージをまとめることは有用です。社内報などの広報誌に記事

を掲載したり、外部のメディアに取材を依頼したり、講演会で登壇するといったことも実

践のステップとしては有効な手段と言えます。「全員参加」の雰囲気を創生するかしない

かは経営トップ次第です。 

 

・新たな価値の創出 

 

SDGs 活用のポイントの理解を通して、世界が直面している社会課題に対して、自社の経

営資源からどのような貢献ができるかを考えることは、社会課題解決型の新たな事業や、

商品、サービスが生まれるきっかけになります。 
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この社会課題解決に、むしろ取り組みやすいのは中小企業とも言えます。なぜなら中小企

業は、現場に密着して、直面している問題を把握して、その解決のためにどのような手段

があるのかを常に考えて取り組むことができる機動力を持っているからです。 

さらに、中小企業は、自社単独の取り組みだけではなく、連携・パートナーシップによっ

て、大きな社会課題の解決のために新たな価値を提供できる仕組み＝新事業を検討するこ

ともできやすいといえます。大手企業であれば自前で全て揃ってしまうかもしれません

が、中小企業は、得意領域の異なる複数の企業が集まって、新事業を展開できる可能性が

大きいのです。 
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第６章．経営課題別 SDGs実践 

ここでは、第４章「やってみよう！SDGs経営」で述べたとおり、事業の中での「経営改

善」に SDGsへの貢献の取り組みがあるということで、どの中小企業にも共通項として関

係するであろういわば代表的な経営課題６つ「１．経営戦略」「２．生産・サービス管

理」「３．人事・労務」「４．新技術・新製品・新サービス開発」「５．新市場開拓」

「６．事業承継」について、「それぞれの経営課題がどのようなものか」「その経営課題

に対して通常、どのように改善を図っていくか」「その経営課題と SDGsの関係性」「そ

の経営課題に対する改善の取り組みからどのような SDGsの貢献が見られるか」、さらに

「SDGs観点からの改善を意識した場合、こういう取り組みもできる」または「SDGsの

視点を導入するポイントとは？」といった構成で表にまとめました。読んでいただいて、

まずは、なるほど SDGsは特別なことではなく、通常の経営改善の中にある身近なものな

んだな、ということを感じ取っていただければ幸いです。そして、自社で SDGsに取り組

む優先課題の抽出・決定に役立ててほしいと思います。 
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・
中
⼩
企
業
で
は
将
来
を
⾒
据
え
た
経
営
戦
略
や
経
営
計
画
を
き
ち
ん
と
策
定
し

て
い
る
と
こ
ろ
は
少
な
い
の
が
現
状
。
コ
ロ
ナ
禍
で
浮
か
び
上
が
っ
た
よ
う
に
、

経
営
資
源
の
乏
し
い
中
⼩
企
業
は
特
に
社
会
環
境
変
化
の
影
響
を
受
け
や
す
い

の
で
、
⾃
社
に
形
に
な
ら
な
い
形
で
存
在
し
て
い
る
経
営
戦
略
や
経
営
計
画
を

き
ち
ん
と
明
⽂
化
し
て
、
⾃
社
内
で
共
有
化
を
図
る
こ
と
で
持
続
可
能
な
事
業

計
画
を
構
築
し
、
さ
ら
な
る
事
業
展
開
へ
と
つ
な
げ
ら
れ
る
。

・
そ
う
し
た
経
営
戦
略
や
経
営
計
画
の
策
定
に
向
け
た
ア
プ
ロ
ー
チ
と
し
て
、
以

下
の
よ
う
な
改
善
活
動
が
あ
げ
ら
れ
る
。

①
ト
ッ
プ
ダ
ウ
ン
に
よ
る
経
営
戦
略
づ
く
り

役
員
レ
ベ
ル
で
は
特
に
、
外
部
環
境
を
踏
ま
え
た
競
争
戦
略
を
意
識
し
て
、
業

界
に
お
い
て
有
利
な
市
場
地
位
（
ポ
ジ
シ
ョ
ン
）
を
確
保
す
る
た
め
の
経
営
戦

略
づ
く
り
を
⾏
い
、
役
員
間
で
の
共
有
認
識
を
図
る
。
例
え
ば
、
⾃
社
は
「
コ

ス
ト
・
リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ
戦
略
」
「
差
別
化
戦
略
」
「
集
中
戦
略
」
の
ど
れ
を

選
択
す
る
の
か
な
ど
。

②
ボ
ト
ム
ア
ッ
プ
に
よ
る
経
営
戦
略
づ
く
り

管
理
職
レ
ベ
ル
で
は
特
に
、
内
部
環
境
を
踏
ま
え
た
競
争
戦
略
を
意
識
し
て
、

業
界
に
お
い
て
有
利
な
商
品
・
サ
ー
ビ
ス
提
供
を
実
現
す
る
た
め
の
経
営
戦
略

づ
く
り
を
⾏
い
、
管
理
職
間
で
の
共
有
認
識
を
図
る
。

③
中
期
経
営
計
画
や
年
度
計
画
の
社
内
共
有
化

3
 年
ま
た
は

5
 年
ご
と
に
策
定
し
た
中
期
経
営
計
画
の
説
明
会
を
社
内
で
開
催
す

る
。
ま
た
、
年
度
初
め
に
は
、
新
年
度
の
経
営
計
画
、
ま
た
昨
年
度
の
実
績
に

関
す
る
説
明
会
を
開
催
す
る
こ
と
で
、
経
営
戦
略
や
経
営
計
画
に
関
す
る
社
内

で
の
共
有
認
識
を
図
り
、
全
社
的
な
意
識
醸
成
を
実
現
す
る
。

・
SD

G
sは

2
0

3
0
年
の
達
成
⽬
標
を
定
め
て
い
る
。
中
⼩
企
業
に
と
っ
て
は
、
中
⻑
期
戦
略
や
ビ
ジ
ョ
ン
を
明
⽂

化
す
る
こ
と
は
⼀
般
的
で
は
な
い
か
も
し
れ
な
い
が
、
⾃
社
の
理
想
の

2
0

3
0
年
ビ
ジ
ョ
ン
を
策
定
す
る
こ
と

は
、
経
営
戦
略
を
考
え
る
上
で
極
め
て
重
要
と
⾔
え
る
。

・
ま
た
、

SD
G

sに
お
け
る
最
も
重
要
な
点
と
し
て
「
変
容
」
が
指
摘
さ
れ
て
い
る
。
コ
ロ
ナ
禍
の
中
、
⾃
社
の

経
営
の
あ
り
⽅
は
ま
さ
に
「
変
容
」
が
必
要
で
あ
り
、
社
会
と
の
位
置
付
け
を
考
慮
し
な
が
ら
、
⾃
社
が
な

ぜ
変
わ
ら
ね
ば
な
ら
な
い
か
、
ど
う
変
わ
る
か
を
考
え
、
取
り
組
む
こ
と
は

SD
G

sの
実
践
そ
の
も
の
と
⾔
え

る
。

・
ト
ッ
プ
ダ
ウ
ン
に
よ
る
経
営
戦
略
づ
く
り
の
サ
ポ
ー
ト

SD
G

s 
の
視
点
に
基
づ
く
と
、

2
0

3
0

 年
の
理
想
の
姿
か
ら
経
営
戦
略
を
構
想
す
る
、
バ
ッ
ク
キ
ャ
ス
テ
ィ
ン

グ
を
取
り
⼊
れ
る
こ
と
で
⻑
期
展
望
を
持
っ
た
戦
略
⽴
案
が
可
能
に
な
る
。
ま
た
、
「
持
続
可
能
な
社
会
」

か
ら
「
持
続
す
る
⾃
社
組
織
」
を
構
想
す
る
こ
と
で
、
変
化
す
る
社
会
の
中
で
の
⾃
社
の
位
置
付
け
や
、
役

割
を
整
理
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

・
ボ
ト
ム
ア
ッ
プ
に
よ
る
経
営
戦
略
づ
く
り
の
サ
ポ
ー
ト

・
社
内
の
共
有
化
の
サ
ポ
ー
ト

若
年
層
ほ
ど
、
⾃
社
の
組
織
や
仕
事
が
社
会
に
ど
の
よ
う
に
関
わ
っ
て
い
る
か
、
貢
献
し
て
い
る
か
に
関
⼼

が
⾼
い
。
そ
の
中
で
、

SD
G

s達
成
に
向
け
て
、
⾃
社
が
ど
の
様
に
貢
献
し
て
い
る
か
、
こ
れ
か
ら
よ
り
貢
献

で
き
る
か
を
検
討
す
る
こ
と
は
、
ボ
ト
ム
ア
ッ
プ
に
よ
る
経
営
戦
略
づ
く
り
に
つ
な
が
る
。
さ
ら
に
、
そ
の

取
り
組
み
を
通
し
て
、
⾃
社
の
魅
⼒
を
認
識
し
た
り
、
よ
り
魅
⼒
的
な
組
織
づ
く
り
に
積
極
的
に
関
わ
っ
た

り
す
る
。
⾃
ら
が
関
与
し
た
戦
略
策
定
に
お
い
て
は
、
よ
り
積
極
的
に
取
り
組
ん
だ
り
、
広
め
た
り
し
や
す

く
な
り
、
ま
た
、
⾃
社
へ
の
ロ
イ
ヤ
リ
テ
ィ
向
上
に
も
つ
な
が
る
。

・
こ
れ
ま
で
の
ビ
ジ
ネ
ス
の
中
で
作
る
経
営
戦
略
に
対
し
、
「
社
会
へ
の
貢
献
」
と
い
う
切
り
口
を
加
え

る
こ
と
で
、
社
会
課
題
解
決
型
の
新
た
な
事
業
開
発
や
市
場
開
拓
、
ま
た
同
時
に
広
報
・
コ
ミ
ュ
ニ

ケ
ー
シ
ョ
ン
戦
略
も
同
時
に
検
討
し
や
す
く
な
る
。

１
．
経
営
戦
略
×

SD
G

s

【
経
営
改
善
テ
ー
マ
（
経
営
戦
略
）
】

【
当
該
改
善
に
向
け
た
⼀
般
的
な
取
組
】

【
経
営
戦
略
と

SD
G

sの
関
係
性
】

【
経
営
戦
略
に
関
す
る
⼀
般
的
な
取
組
か
ら
み
え
る

SD
G

sへ
の
貢
献
】

【
SD

G
sの
観
点
か
ら
さ
ら
に
こ
う
い
っ
た
取
組
が
で
き
る
！
】

o
r【

SD
G

sの
視
点
を
導
入
す
る
ポ
イ
ン
ト
】

事
例
２
、
事
例
３
、
事
例
６
、
事
例
８
、
事
例
９
、
事
例
１
１
へ

G
O
！
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・
企
業
は
事
業
活
動
に
お
い
て
、
⽣
産
性
を
向
上
さ
せ
る
こ
と
で
収
益
確
保
を
図

り
、
品
質
を
向
上
さ
せ
る
こ
と
で
顧
客
か
ら
の
信
頼
を
得
、
そ
し
て
現
場
の
安

全
性
を
確
保
す
る
こ
と
で
持
続
可
能
な
体
制
を
構
築
し
、
さ
ら
な
る
事
業
展
開

へ
と
つ
な
げ
る
こ
と
が
で
き
る
。

・
そ
う
し
た
⽣
産
性
の
向
上
、
品
質
の
向
上
、
安
全
性
の
確
保
に
向
け
た
ア
プ
ロ

ー
チ
と
し
て
、
以
下
の
よ
う
な
改
善
活
動
が
あ
げ
ら
れ
る
。

①
⽣
産
・
販
売
現
場
の
改
善

5
Sを
テ
ー
マ
と
し
た
⼩
集
団
活
動
や

Q
C
サ
ー
ク
ル
に
代
表
さ
れ
る
よ
う
に
、
従

業
員
の
⾃
主
的
な
現
場
改
善
活
動
が
促
進
さ
れ
る
組
織
環
境
の
構
築
や
作
業
環

境
の
改
善
を
図
る
こ
と
で
、
従
業
員
の
意
識
改
⾰
や
安
全
性
向
上
を
実
現
す
る
。

②
⽣
産
・
サ
ー
ビ
ス
提
供
プ
ロ
セ
ス
の
改
善

⽣
産
や
サ
ー
ビ
ス
プ
ロ
セ
ス
、
⼯
場
や
店
舗
内
で
の
動
線
、
ま
た
不
良
品
や
ク

レ
ー
ム
の
現
状
を
把
握
し
た
上
、
レ
イ
ア
ウ
ト
を
含
め
た
プ
ロ
セ
ス
改
善
や
標

準
化
を
図
る
。
ま
た
、
新
規
設
備
の
導
入
や
新
店
舗
オ
ー
プ
ン
の
際
に
、
新
た

な
プ
ロ
セ
ス
を
構
築
す
る
。
こ
の
活
動
を
通
じ
て
、
⽣
産
性
や
品
質
の
向
上
を

実
現
す
る
。

③
⽣
産
・
サ
ー
ビ
ス
計
画
の
構
築

発
注
量
や
顧
客
数
、
設
備
の
稼
働
状
況
、
納
期
や
提
供
時
間
を
踏
ま
え
た
効
率

的
な
⽣
産
・
サ
ー
ビ
ス
活
動
が
で
き
る
よ
う
に
、
⾃
社
に
合
わ
せ
た
⽣
産
・
サ

ー
ビ
ス
計
画
策
定
ル
ー
ル
の
標
準
化
を
図
る
こ
と
で
、
⽣
産
性
の
向
上
を
実
現

す
る
。

・
SD

G
sは
社
会
的
責
任
と
し
て
の
取
り
組
み
で
は
な
く
、
経
営
や
事
業
そ
の
も
の
で
取
り
組
ん
で
い
く
こ
と

が
期
待
さ
れ
て
い
る
。
中
で
も
、

SD
G

8
「
働
き
が
い
も
経
済
成
⻑
も
」

SD
G

9
「
産
業
と
技
術
⾰
新
の
基
盤

を
つ
く
ろ
う
」
の

2
項
⽬
は
あ
ら
ゆ
る
業
種
・
業
態
で
関
わ
る
項
⽬
と
⾔
え
る
。

・
SD

G
8
で
は
、
働
き
が
い
の
あ
る
仕
事
や
、
同
⼀
労
働
同
⼀
賃
⾦
な
ど
が
掲
げ
ら
れ
て
お
り
、
従
業
員
の
適

正
な
働
き
⽅
の
観
点
か
ら
業
務
フ
ロ
ー
の
効
率
化
・
改
善
を
検
討
す
る
こ
と
に
つ
な
げ
ら
れ
る
。

・
SD

G
9
で
は
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
の
促
進
や
、
環
境
に
配
慮
し
た
技
術
の
向
上
の
観
点
か
ら
の
ア
プ
ロ
ー
チ
が

可
能
に
な
る
。

・
SD

G
1

2
「
つ
く
る
責
任
つ
か
う
責
任
」
に
お
い
て
は
、
天
然
資
源
の
利
⽤
効
率
化
や
、
⾷
品
廃
棄
に
つ
い
て

⾔
及
さ
れ
て
い
る
。
直
結
す
る
業
種
以
外
に
も
、
生
産
コ
ス
ト
の
削
減
や
業
務
フ
ロ
ー
の
効
率
化
へ
の
取
組

を
通
じ
て
、
生
産
要
素
の
投
⼊
を
よ
り
効
率
的
・
効
果
的
に
す
る
こ
と
は
、
「
つ
く
る
責
任
つ
か
う
責
任
」

に
貢
献
す
る
も
の
と
考
え
る
こ
と
が
で
き
る
。

・
SD

G
1

7
「
パ
ー
ト
ナ
ー
シ
ッ
プ
で
⽬
標
を
達
成
し
よ
う
」
を
活
⽤
す
る
こ
と
も
で
き
る
。
企
業
規
模
の
⼩
さ

な
⾃
社
組
織
内
に
お
い
て
も
、
部
署
・
役
割
ご
と
の
「
縦
割
り
化
」
が
進
ん
で
し
ま
う
も
の
で
あ
る
。
そ
の

考
え
⽅
を
排
除
し
、
社
員
ご
と
、
部
⾨
ご
と
で
連
携
を
す
る
こ
と
で
、
よ
り
効
果
的
・
効
率
的
な
取
り
組
み

が
で
き
な
い
か
の
改
善
に
つ
な
げ
る
こ
と
が
可
能
に
な
る
。

・
さ
ら
に
、
こ
の
取
り
組
み
そ
の
も
の
が
、

SD
G

s推
進
と
⾔
え
る
こ
と
か
ら
、
活
動
を
外
部
に
発
信
す
る
こ
と

に
よ
り
企
業
理
解
や
企
業
価
値
の
向
上
に
も
寄
与
す
る
。

・
SD

G
sを
通
し
て
、
⽣
産
・
サ
ー
ビ
ス
管
理
を
⾒
直
す
際
に
は
、
⾃
社
の
み
な
ら
ず
、
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー

ン
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
の
視
点
も
重
要
に
な
る
。
取
引
先
、
仕
⼊
れ
先
の
状
況
も
含
め
て
、
よ
り
効
果
的
に

す
る
こ
と
は
で
き
な
い
か
？
と
い
っ
た
視
点
か
ら
、
よ
り
良
い
管
理
手
法
に
つ
い
て
気
付
く
き
っ
か
け

に
も
な
る
し
、
新
た
な
気
付
き
や
発
想
の
き
っ
か
け
に
な
る
。

２
．
生
産
・
サ
ー
ビ
ス
管
理
×

SD
G

s

【
経
営
改
善
テ
ー
マ
（
⽣
産
・
サ
ー
ビ
ス
管
理
）
】

【
当
該
改
善
に
向
け
た
⼀
般
的
な
取
組
】

【
⽣
産
・
サ
ー
ビ
ス
管
理
と

SD
G

sの
関
係
性
】

【
⽣
産
・
サ
ー
ビ
ス
管
理
に
関
す
る
⼀
般
的
な
取
組
か
ら
み
え
る

SD
G

sへ
の
貢
献
】

【
SD

G
sの
観
点
か
ら
さ
ら
に
こ
う
い
っ
た
取
組
が
で
き
る
！
】

o
r【

SD
G

sの
視
点
を
導
入
す
る
ポ
イ
ン
ト
】

事
例
５
、
事
例
６
、
事
例
７
、
事
例
１
０
、
事
例
１
２
、
事
例
１
３
へ

G
O
！
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・
中
⼩
企
業
に
お
け
る
⼈
事
労
務
関
係
の
課
題
の
多
く
は
「
規
程
類
の
整
備
」
と

「
部
⾨
間
で
の
⽅
向
性
の
統
⼀
」
で
あ
る
。
中
⼩
企
業
は
⼈
的
リ
ソ
ー
ス
の
少

な
い
こ
と
か
ら
外
部
専
⾨
家
を
活
⽤
し
て
労
務
関
係
の
規
程
類
を
整
備
す
る
と

と
も
に
、
部
⾨
間
共
通
テ
ー
マ
の
取
り
組
み
を
実
施
す
る
こ
と
に
よ
り
「
部
⾨

間
の
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
を
活
性
化
」
さ
せ
る
こ
と
に
よ
り
持
続
可
能
な
組

織
運
営
を
図
り
、
さ
ら
な
る
事
業
展
開
へ
と
つ
な
げ
る
。

・
そ
う
し
た
規
程
類
の
整
備
や
、
部
⾨
間
の
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
活
性
化
に
向

け
た
ア
プ
ロ
ー
チ
と
し
て
、
以
下
の
よ
う
な
改
善
活
動
が
あ
げ
ら
れ
る
。

①
新
た
な
働
き
⽅
の
構
想
づ
く
り

若
⼿
や
中
堅
社
員
を
中
⼼
と
し
た
メ
ン
バ
ー
に
よ
り
、
⾃
社
の
就
業
環
境
や
休

暇
制
度
等
に
つ
い
て
⾃
由
に
デ
ィ
ス
カ
ッ
シ
ョ
ン
し
、
就
業
規
則
等
を
整
備
し

て
い
く
た
め
の
参
考
情
報
と
す
る
と
と
も
に
、
⻑
期
的
な
雇
⽤
環
境
の
実
現
を

⽬
指
す
。

②
外
部
専
⾨
家
を
交
え
た
労
務
関
係
の
ル
ー
ル
づ
く
り

法
律
上
、
遵
守
す
べ
き
事
項
を
踏
ま
え
な
が
ら
、
①
の
情
報
や
外
部
専
⾨
家
に

よ
る
他
社
事
例
な
ど
も
参
考
に
し
な
が
ら
⾃
社
の
就
業
規
則
等
の
整
備
を
図
る
。

③
IT
導
入
に
よ
る
効
率
化
を
テ
ー
マ
と
し
た
改
善
活
動
の
実
施

部
⾨
間
（
例
え
ば
、
製
造
業
で
あ
れ
ば
営
業
部
⾨
・
⽣
産
部
⾨
・
管
理
部
⾨
）

の
メ
ン
バ
ー
が
参
加
し
て
、
「

IT
導
入
に
よ
る
情
報
共
有
化
と
業
務
効
率
化
」
を

テ
ー
マ
と
し
た
改
善
活
動
に
取
り
組
み
こ
と
に
よ
り
、
部
⾨
間
の
コ
ミ
ュ
ニ
ケ

ー
シ
ョ
ン
活
性
化
を
図
る
。

・
SD

G
8
「
働
き
が
い
も
経
済
成
⻑
も
」

働
き
が
い
、
働
き
や
す
さ
を
検
討
す
る
⽬
標
が

SD
G

8
。
そ
の
中
で
も
、
最
初
に
出
て
く
る
項
⽬
は
「
⼀
⼈

当
た
り
の
経
済
成
⻑
率
」
。
社
員
の
生
産
性
を
⾼
め
る
た
め
の
働
き
や
す
さ
・
働
き
が
い
を
検
討
す
る
こ
と

が
重
要
に
な
る
。

・
SD

G
5
「
ジ
ェ
ン
ダ
ー
平
等
を
実
現
し
よ
う
」

男
⼥
間
の
平
等
に
つ
い
て
は
、
課
題
と
な
っ
て
い
る
組
織
が
多
い
状
況
の
た
め
、
い
か
に
組
織
内
で
改
善
し

て
い
く
か
を
検
討
し
て
い
く
こ
と
が
直
結
す
る
。
ま
た
、
男
⼥
間
・
ジ
ェ
ン
ダ
ー
問
題
だ
け
で
は
な
く
、
障

が
い
や
考
え
⽅
の
違
い
な
ど
、
さ
ま
ざ
ま
な
違
い
を
受
け
⼊
れ
、
組
織
の
生
産
に
結
び
つ
け
て
い
く
か
を
検

討
す
る
こ
と
は
「
誰
ひ
と
り
取
り
残
さ
な
い
」
と
い
う

SD
G

sの
基
本
精
神
に
合
致
す
る
。

・
「
規
定
類
の
整
備
」

SD
G

sは
国
際
的
な
⽬
標
・
課
題
に
つ
い
て
、

1
7
の
ゴ
ー
ル
と

1
6

9
の
タ
ー
ゲ
ッ
ト
に
明
⽂
化
さ
れ
た
も
の
で

あ
る
。
「
規
定
類
の
整
備
」
が
課
題
に
あ
げ
ら
れ
る
が
、

SD
G

sの
理
解
に
⽌
ま
ら
ず
、

SD
G

s貢
献
の
た
め

の
K

P
I、
定
量
⽬
標
な
ど
、
組
織
に
お
け
る
達
成
⽬
標
を
明
⽂
化
す
る
、
と
い
う
こ
と
を
検
討
す
る
こ
と
も

1
つ
で
あ
ろ
う
。

・
「
新
た
な
働
き
⽅
の
構
想
づ
く
り
」

SD
G

8
「
働
き
が
い
も
経
済
成
⻑
も
」
で

1
⼈
あ
た
り
の
経
済
成
⻑
を
実
現
し
な
が
ら
、
同
⼀
労
働
同
⼀
賃
⾦

の
達
成
を
掲
げ
て
い
る
。
そ
の
達
成
の
た
め
に
何
が
で
き
る
か
を
検
討
す
る
こ
と
は
重
要
に
な
る
。
ま
た
、

男
⼥
間
や
障
が
い
の
有
無
に
か
か
わ
ら
ず
、
働
き
や
す
い
職
場
や
サ
ー
ビ
ス
を
検
討
す
る
こ
と
は
、
商
品
や

サ
ー
ビ
ス
の
あ
り
⽅
の
改
善
に
も
つ
な
が
る
。

・
⾃
社
組
織
の
み
な
ら
ず
、

SD
G

sで
は
ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
、
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
全
体
の
マ
ネ
ジ
メ
ン

ト
を
検
討
す
る
こ
と
が
求
め
ら
れ
る
。
取
引
先
、
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
全
体
を
検
討
す
る
こ
と
に
よ
り
、

よ
り
良
い
商
材
開
発
、
よ
り
効
率
的
な
業
務
フ
ロ
ー
を
検
討
す
る
こ
と
に
も
つ
な
が
る
。

３
．
⼈
事
・
労
務
×

SD
G

s

【
経
営
改
善
テ
ー
マ
（
⼈
事
・
労
務
）
】

【
当
該
改
善
に
向
け
た
⼀
般
的
な
取
組
】

【
⼈
事
・
労
務
と

SD
G

sの
関
係
性
】

【
⼈
事
・
労
務
に
関
す
る
⼀
般
的
な
取
組
か
ら
み
え
る

SD
G

sへ
の
貢
献
】

【
SD

G
sの
観
点
か
ら
さ
ら
に
こ
う
い
っ
た
取
組
が
で
き
る
！
】

o
r【

SD
G

sの
視
点
を
導
入
す
る
ポ
イ
ン
ト
】

事
例
２
、
事
例
７
、
事
例
９
、
事
例
１
１
、
事
例
１
２
，
事
例
１
３
へ

G
O
！
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・
事
業
経
営
に
お
い
て
は
、
外
部
環
境
の
変
化
や
新
た
な
競
争
相
⼿
の
出
現
に
よ

り
、
既
存
製
品
等
が
陳
腐
化
し
て
し
ま
う
恐
れ
が
あ
る
た
め
、
常
に
、
新
た
な

技
術
・
製
品
・
サ
ー
ビ
ス
の
開
発
を
⾏
う
こ
と
に
よ
り
、
顧
客
へ
の
新
た
な
価

値
提
供
を
図
る
こ
と
で
持
続
可
能
な
事
業
経
営
を
構
築
し
、
さ
ら
な
る
事
業
展

開
へ
と
つ
な
げ
る
。

・
そ
う
し
た
新
技
術
・
新
製
品
・
新
サ
ー
ビ
ス
開
発
に
向
け
た
ア
プ
ロ
ー
チ
と
し

て
、
以
下
の
よ
う
な
改
善
活
動
が
あ
げ
ら
れ
る
。

①
市
場
や
技
術
動
向
の
調
査

同
業
界
の
協
会
・
組
合
を
通
じ
た
既
存
市
場
の
動
向
や
、
⼤
学
・
学
会
を
通
じ

た
最
新
技
術
の
動
向
を
把
握
す
る
こ
と
よ
り
、
⾃
社
の
製
品
・
サ
ー
ビ
ス
に
お

け
る
技
術
ポ
テ
ン
シ
ャ
ル
と
、
⾃
社
の
技
術
的
な
強
み
を
明
確
化
す
る
。

②
他
社
と
の
連
携
に
よ
る
新
技
術
の
開
発

既
存
顧
客
等
か
ら
の
ニ
ー
ズ
を
も
と
に
、
そ
の
ニ
ー
ズ
に
応
え
る
新
技
術
の
開

発
を
、
⾃
社
の
み
で
不
可
能
な
場
合
は
他
社
と
連
携
し
な
が
ら
実
施
す
る
。
場

合
に
よ
っ
て
は
、
公
的
な
補
助
⾦
も
活
⽤
す
る
。

③
新
ビ
ジ
ネ
ス
モ
デ
ル
の
構
築

②
で
開
発
し
た
新
技
術
等
を
活
か
し
な
が
ら
、
事
業
収
益
が
可
能
と
な
る
「
新

た
な
ビ
ジ
ネ
ス
モ
デ
ル
」
の
検
討
・
構
築
を
、
技
術
部
⾨
だ
け
な
く
⽣
産
部
⾨

や
営
業
部
⾨
も
交
え
な
が
ら
実
⾏
す
る
。

・
SD

G
sの
達
成
に
お
い
て
は
、
⺠
間
企
業
の
「
創
造
性
」
と
「
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
」
の
発
揮
こ
そ
が
重
要
と
⾔

わ
れ
る
。

2
0

3
0
年
に
、
⾮
常
に
⾼
い
達
成
⽬
標
を
掲
げ
て
い
る
た
め
に
、
そ
れ
を
い
か
に
創
意
⼯
夫
す
る
こ

と
が
で
き
る
か
が
問
わ
れ
て
お
り
、
そ
の
中
に
こ
そ
さ
ま
ざ
ま
な
ビ
ジ
ネ
ス
チ
ャ
ン
ス
が
あ
る
。

・
製
品
や
サ
ー
ビ
ス
は
、
社
会
を
よ
り
よ
く
す
る
、
社
会
の
課
題
を
解
決
す
る
、
社
会
の
⼀
翼
を
担
う
と
い
う

考
え
⽅
が
よ
り
重
要
に
な
っ
て
い
る
。
そ
の
た
め
、
新
製
品
・
新
サ
ー
ビ
ス
に
つ
い
て
も
、
仕
様
や
ス
ペ
ッ

ク
の
み
な
ら
ず
、
社
会
に
お
け
る
位
置
付
け
に
つ
い
て
説
明
す
る
こ
と
で
受
け
入
れ
ら
れ
や
す
く
な
る
。

・
市
場
や
技
術
動
向
の
調
査

SD
G

sに
は
多
く
の
市
場
・
マ
ー
ケ
ッ
ト
が
あ
る
と
⾔
わ
れ
て
い
る
。

SD
G

sで
達
成
を
⽬
指
し
て
い
る
社
会

課
題
の
解
決
の
た
め
の
技
術
開
発
や
そ
こ
か
ら
生
ま
れ
る
市
場
に
つ
い
て
把
握
を
す
る
こ
と
で
、
今
後
の
事

業
開
発
、
製
品
開
発
の
⽅
向
性
を
検
討
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
さ
ら
に
、
そ
れ
を
、
国
や
⾃
治
体
、
⾦
融
機

関
が
⽀
援
す
る
こ
と
も
積
極
的
に
⾏
っ
て
い
る
こ
と
か
ら
、
補
助
や
助
成
が
受
け
ら
れ
る
こ
と
も
あ
る
。

・
他
社
と
の
連
携

SD
G

1
7

 の
パ
ー
ト
ナ
ー
シ
ッ
プ
で
は
、
⽴
場
の
違
う
も
の
同
⼠
が
連
携
す
る
こ
と
で
新
た
な
価
値
を
生
み
出

す
こ
と
が
期
待
さ
れ
て
い
る
。
例
え
ば
、
今
ま
で
は
検
討
し
に
く
か
っ
た
、
競
合
同
⼠
で
の
連
携
や
、
⾃
治

体
と
の
連
携
、
教
育
機
関
と
の
連
携
、

N
P

O
 と
の
連
携
な
ど
に
よ
っ
て
、
新
た
な
価
値
創
出
・
市
場
開
発
に

結
び
つ
く
こ
と
が
期
待
で
き
る
。

・
商
材
開
発
・
サ
ー
ビ
ス
開
発
に
お
い
て
は
、
顧
客
の
声
を
活
か
す
こ
と
が
⼀
般
的
で
あ
ろ
う
。

SD
G

sの
観
点
か
ら
、
顧
客
の
み
な
ら
ず
社
会
全
体
か
ら
課
題
解
決
を
検
討
で
き
る
こ
と
と
、
時
間
軸
と
し
て
今

を
想
定
す
る
の
で
は
な
く
、

2
0

3
0
年
と
い
う
中
⻑
期
の
時
間
軸
を
想
定
し
て
検
討
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

さ
ら
に
、
⾃
社
単
独
で
は
な
く
、
連
携
・
パ
ー
ト
ナ
ー
シ
ッ
プ
に
よ
っ
て
複
数
の
事
業
主
体
で
よ
り
大

き
な
サ
ー
ビ
ス
開
発
に
つ
な
げ
る
こ
と
も
可
能
と
な
る
。

４
．
新
技
術
・
新
製
品
・
新
サ
ー
ビ
ス
開
発

×
SD

G
s

【
経
営
改
善
テ
ー
マ
（
新
技
術
・
新
製
品
・
新
サ
ー
ビ
ス
開
発
）
】

【
当
該
改
善
に
向
け
た
⼀
般
的
な
取
組
】

【
新
技
術
・
新
製
品
・
新
サ
ー
ビ
ス
開
発
と

SD
G

sの
関
係
性
】

【
新
技
術
・
新
製
品
・
新
サ
ー
ビ
ス
開
発
に
関
す
る
⼀
般
的
な
取
組
か
ら
み
え
る

SD
G

sへ
の
貢
献
】

【
SD

G
sの
観
点
か
ら
さ
ら
に
こ
う
い
っ
た
取
組
が
で
き
る
！
】

o
r【

SD
G

sの
視
点
を
導
入
す
る
ポ
イ
ン
ト
】

事
例
１
、
事
例
４
、
事
例
５
、
事
例
７
、
事
例
８
、
事
例
１
１
へ

G
O
！
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・
事
業
経
営
に
お
い
て
は
、
外
部
環
境
の
変
化
や
新
た
な
競
争
相
⼿
の
出
現
に
よ

り
、
市
場
⾃
体
の
シ
ェ
ア
や
市
場
内
に
お
け
る
⾃
社
シ
ェ
ア
が
縮
⼩
し
て
し
ま

う
恐
れ
が
あ
る
た
め
、
常
に
、
新
た
な
市
場
の
開
拓
活
動
を
⾏
う
こ
と
に
よ
り
、

⾃
社
の
売
上
・
利
益
の
安
定
化
を
図
る
こ
と
で
持
続
可
能
な
事
業
経
営
を
構
築

し
、
さ
ら
な
る
事
業
展
開
へ
と
つ
な
げ
る
。

・
そ
う
し
た
新
市
場
開
拓
に
向
け
た
ア
プ
ロ
ー
チ
と
し
て
、
以
下
の
よ
う
な
改
善

活
動
が
あ
げ
ら
れ
る
。

①
他
市
場
や
他
社
の
類
似
商
品
動
向
の
調
査

類
似
商
品
の
市
場
受
入
れ
状
況
な
ど
を
調
査
し
な
が
ら
、
⾃
社
商
品
が
参
入
可

能
な
新
た
な
市
場
を
抽
出
す
る
。
ま
た
、
⾃
社
の
技
術
⼒
を
活
か
し
て
課
題
解

決
が
提
供
で
き
る
と
想
定
さ
れ
る
新
た
な
市
場
を
抽
出
す
る
。

②
マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ
企
画
書
や
提
案
資
料
の
作
成

マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ
や
販
促
活
動
に
特
化
し
た
外
部
専
⾨
家
も
活
⽤
し
な
が
ら
、

新
た
な
市
場
参
入
に
向
け
て
の
事
業
戦
略
や
実
⾏
計
画
を
作
成
す
る
。
ま
た
、

新
た
な
市
場
に
お
け
る
想
定
顧
客
向
け
の
提
案
資
料
も
併
せ
て
作
成
す
る
。

③
マ
ッ
チ
ン
グ
サ
ー
ビ
ス
の
活
⽤

⺠
間
企
業
ま
た
は
公
的
機
関
の
マ
ッ
チ
ン
グ
サ
ー
ビ
ス
を
活
⽤
し
な
が
ら
想
定

顧
客
へ
ア
プ
ロ
ー
チ
し
、
マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ
企
画
書
ど
お
り
の
顧
客
ニ
ー
ズ
が

あ
る
の
か
、
ま
た
価
値
提
供
で
き
る
の
か
等
を
把
握
す
る
。
把
握
結
果
を
も
と

に
、
マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ
企
画
書
の
内
容
を
ブ
ラ
ッ
シ
ュ
ア
ッ
プ
し
て
い
く
。

・
ロ
ー
カ
ル

SD
G

s
SD

G
sは
、
そ
の
テ
ー
マ
ご
と
に
多
く
の
市
場
が
あ
る
と
⾔
わ
れ
て
い
る
。
⽇
本
に
お
い
て
は
、
「
ロ
ー
カ

ル
SD

G
s」
と
⾔
わ
れ
る
様
に
、
地
域
に
お
け
る
持
続
可
能
性
を
実
現
す
る
た
め
の
取
り
組
み
が
注
⽬
さ
れ

て
い
る
。

・
新
市
場
と
し
て
の

SD
G

s
そ
れ
ぞ
れ
の
⽬
標
に
は
、
個
別
の
課
題
が
設
定
さ
れ
て
い
る
た
め
、
国
・
⾃
治
体
・
企
業
・
教
育
機
関
な

ど
は
、
そ
の
課
題
解
決
に
向
け
て
取
り
組
み
を
⾏
っ
て
い
る
。
そ
こ
に
⾃
社
製
品
や
サ
ー
ビ
ス
が
利
⽤
さ

れ
る
市
場
が
な
い
か
を
検
討
す
る
こ
と
は
、
双
⽅
に
と
っ
て
有
益
な
考
え
⽅
と
な
る
。

・
マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ
企
画
書
や
提
案
資
料
の
作
成

⾃
社
の
製
品
を
売
り
込
む
た
め
の
資
料
・
企
画
書
で
は
な
く
、
と
も
に
課
題
を
解
決
し
、

SD
G

sを
達
成
し
ま

し
ょ
う
、
と
い
う
視
点
で
の
企
画
は
、
多
く
の
組
織
に
と
っ
て
受
け
⼊
れ
や
す
い
も
の
と
な
る
。
既
存
の
顧

客
・
販
売
先
で
は
な
く
、
新
た
な
市
場
に
対
し
て
は
、
共
に
創
る
、
共
創
の
考
え
⽅
で
参
入
す
る
こ
と
で
取

り
組
み
が
進
み
や
す
く
な
る
。
特
に
、
⾃
治
体
や
教
育
機
関
な
ど
を
対
象
に
し
た
場
合
に
は
、
こ
の
考
え
⽅

は
と
り
わ
け
有
⽤
と
な
る
。

・
先
入
観
を
持
た
な
い

SD
G

sの
活
⽤

例
え
ば
、
⾃
社
製
品
・
サ
ー
ビ
ス
が
「
太
陽
光
発
電
」
の
場
合
は

SD
G

7
「
エ
ネ
ル
ギ
ー
を
み
ん
な
に
そ
し
て

ク
リ
ー
ン
に
」
、
教
育
商
材
の
場
合
は

SD
G

4
「
質
の
⾼
い
教
育
を
み
ん
な
に
」
と
⾔
っ
た
⾒
⽅
を
す
る
こ
と

が
多
い
。
こ
こ
で
、
別
の
⽬
標
に
注
⽬
し
て
、
別
の
切
り
口
で
⾃
社
サ
ー
ビ
ス
・
商
品
が
活
⽤
で
き
な
い
か
、

を
検
討
し
て
み
る
と
、
新
た
な
市
場
機
会
に
気
づ
く
こ
と
が
あ
る
。

SD
G

7
と

SD
G

1
「
貧
困
を
な
く
そ
う
」
を

掛
け
合
わ
せ
て
ど
う
い
っ
た
発
想
が
で
き
る
か
、
ど
う
い
う
対
象
者
・
想
定
顧
客
の
課
題
が
あ
る
か
な
ど
か

ら
新
た
な
市
場
を
検
討
し
て
み
る
と
良
い
。

・
既
存
の
商
材
や
サ
ー
ビ
ス
で
あ
っ
て
も
、

SD
G

sの
観
点
か
ら
、
社
会
課
題
解
決
に
寄
与
で
き
な
い
か
を

検
討
す
る
こ
と
で
、
販
売
先
、
対
象
者
を
新
た
に
検
討
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
具
体
的
に
は
、
⺠
間
企

業
向
け
の
サ
ー
ビ
ス
展
開
を
し
て
い
た
商
材
・
サ
ー
ビ
ス
を
、
⾃
治
体
向
け
・
教
育
機
関
向
け
に
展
開

で
き
な
い
か
な
ど
を
検
討
す
る
こ
と
も
可
能
に
な
る
。

５
．
新
市
場
開
拓
×

SD
G

s

【
経
営
改
善
テ
ー
マ
（
新
市
場
開
拓
）
】

【
当
該
改
善
に
向
け
た
⼀
般
的
な
取
組
】

【
新
市
場
開
拓
と

SD
G

sの
関
係
性
】

【
新
市
場
開
拓
に
関
す
る
⼀
般
的
な
取
組
か
ら
み
え
る

SD
G

sへ
の
貢
献
】

【
SD

G
sの
観
点
か
ら
さ
ら
に
こ
う
い
っ
た
取
組
が
で
き
る
！
】

o
r【

SD
G

sの
視
点
を
導
入
す
る
ポ
イ
ン
ト
】

事
例
３
、
事
例
６
、
事
例
１
０
、
事
例
１
２
，
事
例
１
３
へ

G
O
！
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・
事
業
経
営
に
お
い
て
は
、
遅
か
れ
早
か
れ
、
経
営
権
を
他
者
に
承
継
す
る
タ
イ

ミ
ン
グ
が
訪
れ
る
。
ど
の
よ
う
な
形
、
ま
た
い
つ
の
タ
イ
ミ
ン
グ
で
の
事
業
承

継
が
望
ま
し
い
か
、
中
⻑
期
的
な
計
画
を
持
ち
な
が
ら
実
⾏
し
て
い
く
こ
と
で

持
続
可
能
な
事
業
継
続
を
実
現
し
、
さ
ら
な
る
事
業
展
開
へ
と
つ
な
げ
る
。

・
そ
う
し
た
事
業
継
承
に
向
け
た
ア
プ
ロ
ー
チ
と
し
て
、
以
下
の
よ
う
な
改
善
活

動
が
あ
げ
ら
れ
る
。

①
承
継
候
補
者
の
有
無
の
検
討

社
⻑
⾃
ら
が
、
公
開
さ
れ
て
い
る
事
業
承
継
の
事
例
や
経
営
者
仲
間
の
話
を
参

考
に
し
な
が
ら
、
承
継
候
補
者
の
有
無
を
検
討
す
る
。
ま
た
、
公
的
機
関
が
主

催
す
る
事
業
承
継
セ
ミ
ナ
ー
に
参
加
し
な
が
ら
、
事
業
承
継
の
流
れ
等
を
把
握

す
る
。

②
親
族
内
後
継
者
に
よ
る
事
業
承
継

承
継
候
補
者
を
選
定
し
、
い
つ
承
継
す
る
の
か
、
そ
れ
ま
で
に
何
を
実
⾏
し
て

い
く
の
か
、
承
継
す
る
資
産
は
何
か
等
を
明
確
化
す
る
た
め
に
事
業
承
継
計
画

を
作
成
す
る
。

場
合
に
よ
っ
て
は
、
公
的
な
⽀
援
サ
ー
ビ
ス
を
活
⽤
し
専
⾨
家
の
助
⾔
を
も
ら

い
な
が
ら
作
成
す
る
。

③
M
＆

A
に
よ
る
事
業
承
継

い
く
つ
か
の
⺠
間
企
業
ま
た
は
公
的
な

M
＆

A
 サ
ー
ビ
ス
機
関
に
事
情
説
明
を
し

な
が
ら
、
各
機
関
の
特
徴
を
把
握
し
、
⾃
社
に
合
っ
た

M
＆

A
サ
ー
ビ
ス
機
関
を

選
定
す
る
。

セ
カ
ン
ド
オ
ピ
ニ
オ
ン
と
し
て
、
公
的
な
⽀
援
サ
ー
ビ
ス
も
活
⽤
し
な
が
ら
、

M
＆

A
交
渉
を
進
め
て
い
く
。

・
持
続
可
能
な
社
会
の
実
現
に
は
、
そ
の
社
会
の
構
成
要
素
で
あ
る
企
業
・
組
織
が
持
続
可
能
で
あ
る
こ
と
が

前
提
に
な
る
。
つ
ま
り
、
適
切
に
事
業
承
継
が
な
さ
れ
、
社
会
に
受
け
⼊
れ
ら
れ
な
が
ら
、
組
織
が
永
続
的

に
活
動
を
続
け
る
こ
と
は

SD
G

sの
活
動
そ
の
も
の
と
⾔
え
る
。

・
組
織
の
あ
り
⽅
を
⾒
直
す

承
継
時
に
、
創
業
者
や
先
代
経
営
者
の
経
営
哲
学
や
理
念
、
体
現
し
て
き
た
こ
と
を
整
理
し
、
こ
れ
か
ら
の

時
代
や
社
員
に
合
致
し
た
⽅
向
性
で
明
⽂
化
す
る
こ
と
が
重
要
に
な
る
。
後
継
者
が
新
た
な
経
営
戦
略
を
打

ち
立
て
る
と
き
に
、
⾃
社
が
創
業
以
来
⼤
切
に
守
っ
て
き
た
こ
と
を
、

SD
G

sの
観
点
を
取
り
入
れ
な
が
ら
維

持
発
展
さ
せ
る
こ
と
は
、
内
外
に
対
し
て
事
業
承
継
を
う
ま
く
進
め
る
た
め
の
⼿
法
と
な
る
。

・
M
＆

A
に
よ
る
事
業
承
継

SD
G

1
7

 の
視
点
か
ら
、
広
く
パ
ー
ト
ナ
ー
シ
ッ
プ
と
捉
え
る
こ
と
で
広
く
企
業
間
の
協
業
を
実
現
す
る
こ
と

が
可
能
に
な
る
。
最
初
か
ら

M
＆

A
 あ
り
き
、
と
考
え
る
と
抵
抗
が
あ
る
経
営
者
が
多
い
が
、
連
携
・
パ
ー

ト
ナ
ー
と
広
義
に
と
ら
え
て
、
販
売
の
た
め
の
パ
ー
ト
ナ
ー
シ
ッ
プ
、
技
術
開
発
の
た
め
の
パ
ー
ト
ナ
ー
シ

ッ
プ
な
ど
と
、
連
携
す
る
企
業
や
組
織
を
増
や
し
て
い
く
、
と
い
う
検
討
の
仕
⽅
は
、

SD
G

sの
⽂
脈
で
取
り

組
み
や
す
い
こ
と
と
⾔
え
る
。

・
事
業
承
継
に
お
い
て
は
、
承
継
後
の
経
営
者
が
新
た
な
⽅
針
を
内
外
に
発
表
す
る
際
に

SD
G

sを
活
⽤
で

き
る
。
例
え
ば
、
企
業
理
念
や
創
業
の
精
神
に
つ
い
て
、
今
の
社
員
や
顧
客
に
伝
わ
り
や
す
く
す
る
た

め
に

SD
G

sを
軸
に
し
て
ト
ッ
プ
メ
ッ
セ
ー
ジ
や
ビ
ジ
ョ
ン
を
策
定
す
る
こ
と
で
、
多
く
の
共
感
者
を
呼

び
込
め
る
可
能
性
が
出
て
く
る
。

６
．
事
業
承
継
×

SD
G

s

【
経
営
改
善
テ
ー
マ
（
事
業
承
継
）
】

【
当
該
改
善
に
向
け
た
⼀
般
的
な
取
組
】

【
事
業
承
継
と

SD
G

sの
関
係
性
】

【
事
業
承
継
に
関
す
る
⼀
般
的
な
取
組
か
ら
み
え
る

SD
G

sへ
の
貢
献
】

【
SD

G
sの
観
点
か
ら
さ
ら
に
こ
う
い
っ
た
取
組
が
で
き
る
！
】

o
r【

SD
G

sの
視
点
を
導
入
す
る
ポ
イ
ン
ト
】

事
例
２
、
事
例
４
、
事
例
１
０
へ

G
O
！
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父娘で作るアクリル板  

～社長のアイディアから生まれた SDGs～ 

 

１．「魔法のジョイント技術」で新しいアクリル接合を実現した Paddy Field 

 株式会社 Paddy Field は 2015 年設立のアクリルパーテーションを中心としたプラス

チック製品メーカーです。昨今よく目にするアクリルパーテーションですが、同社は、特

許技術「TAKUMI」を活用して、組み立て分解が可能なアクリルパーテーションを製造し

ています。 

  「TAKUMI」は樹脂パーツ同士を接着剤不使用でジョイントすることを可能にしました。

これは、これまでのアクリル加工の常識を覆す画期的な技術です。この技術は、凹凸のジ

ョイント部分に波型の切り込みを入れることで、板バネ状態となり弾力を発生させてい

ます。この弾力がこれまで不可能

といわれたアクリル同士の接合を

可能にし、さらに、耐久試験にお

いて、約 1000 回の取り外しに対

応できることが実証されていま

す。 

このアクリル板の加工作業に

おいては特殊な機械やスキルは

不要であり、既存のレーザー加工

機で誰でも加工可能なことも特

長の一つです。田窪社長は文系出

身でアクリル加工については全

くの素人でしたが、この画期的な

技術を発明し、それが SDGs へ貢

献する同社製品を生み出してい

ます。 

       

２．株式会社 Paddy Field の SDGs への貢献 

（１）SDGs に気づいたきっかけ 

同社が SDGs を意識するようになったのは、ごく最近のことです。奈良工業高等専門

学校の須田准教授に声を掛けられ、SDGs 勉強会に参加したのが 2019 年 12 月のこと。

特許技術「TAKUMI」 

事例 1 

27



それまでは、SDGs という言葉は知っていたものの、身近な問題としてあまり認識してい

ませんでした。その勉強会は、SDGs と企業の事業との関連性を見つけ、事業活動に活か

していくという内容で、学生とのワークショップを通じて、同社の「TAKUMI」を活かし

たアクリルパーテーションそのものが、まさに SDGs に貢献する商品だとその時気づく

ことができました。 

 

（２）必要な時にその場で組み立て 

組み立て分解可能という特長は非常事態の際に発揮されます。災害発生時、避難所と

なる体育館では、大勢での共同生活を余儀なくされるためプライバシーを守ることが難

しい状態となってしまいます。そこで、同社アクリルパーテーションを分解して各避難

所に保管しておくことで、災害時に組み立て、避難者のプライバシーを守ることができ

ます。透明なアクリルですが、不透明なシートを貼るだけで視線を遮ることができるた

め、簡単にプライベート空間を創出することができます。これは、目標１１「住み続けら

れるまちづくりを」に該当します。災害が多い日本において、災害発生時に迅速に、しか

し不要時はスペースを取らずに保管できる同社アクリルパーテーションはまさに最適な

製品と考えられます。 

また、新型コロナウイルス感染防止策のアクリルパーテーションや先に述べた避難所

でのパーテーションのほかにも、家庭のインテリアや立体型のパズルのような玩具・教

材としても活用されています。素材や形状を変えることで、これ以外にも様々な活用の

可能性があり、目標９「産業と技術革新の基盤をつくろう」にも貢献すると考えられま

す。 

 

（３）組み立て分解式だからこそ環境にやさしい 

  加えて、本製品は、繰り返し使用可能なアクリルパーテーションであるほか、「TAKUMI」

の技術により、厚さ 3 ミリで 6 面体のアクリルボックスの場合、容積にして 94％を削減

することができます。不使用時に分解して保管することで、使い捨てにする必要がなく、

無駄な生産を防ぐとともに廃棄物の排出を減らす効果があります。 

また、最終的に不要となれば再生利用が可能です。接着剤不要という同社のアクリル

製品は、アクリルという単一の素材で構成されています。異なる素材を分別し、付着物を

取り除く必要がなく、再生利用においては単一の素材ということが非常に大きなメリッ

トです。同社のアクリル製品は、３R（Reduce（リデュース）、Reuse（リユース）、Recycle

（リサイクル））やシェアリング等の資源循環と収益性を両立させたサーキュラー・エコ

ノミー（循環経済）を実現した製品であり、これらは目標１２「つくる責任つかう責任」

に該当します。 

さらに、わずかなスペースで大量のアクリル製品を輸送することができ、トラック輸

送における排気ガスの削減にも貢献します。余分なエネルギーの使用を抑えることがで

きるため、目標７「エネルギーをみんなにそしてクリーンに」にも貢献します。 
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３．今後の SDGs への取り組みの展望 

 同社は、「TAKUMI」の技術を用いた商品企画・開発・販売を目的とし、また施設の周

辺企業との共同開発、異業種交流の機会が多い利点を見込んで、中小機構の運営するイ

ンキュベーション施設「クリエイション・コア東大阪」に 2020 年 9 月に入居しました。

以降、アクリル以外の素材を活用した製品の開発に挑戦したり、ピッチ会にも度々登壇

されたりと、積極的に事業拡大に取り組んでいます。 

また、東大阪市の周辺企業と「チーム TAKUMI」を結成し、医療用エアロゾルガード

ボックスを開発し医療機関へ提供しています。このような取り組みは目標１７「パート

ナーシップで目標を達成しよう」にも該当するものですが、田窪社長は今後さらに自治

体との連携も模索していきたいと考えていま

す。 

そして、会社の方針として、事業拡大はもち

ろんのこと、『従業員とその家族を大切にする、

協力会社とその家族を大切にすることを優先

し「利他の心」を忘れずに真の「いい会社」を

実現する』を掲げています。現在は、田窪社長

とご息女の 2 名で会社を運営していますが、こ

の方針を忘れず、将来的には新たな従業員を迎

えていき、目標８「働きがいも経済成長も」を

体現するような企業を作っていきたいと考え

ています。 

同社は、「クリエイション・コア東大阪」入

居の際の目標でもあった「世の中の役に立つ事業・商品の加速」「環境保全、SDGs 活動

の推進・訴求」に今後も力強く取り組んでいかれるでしょう。 

 

 

㈱Paddy Field 田窪社長 
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４．会社概要 

（１）企業名：株式会社 Paddy Field 

（２）代表者：田窪 政博 

（３）創業年月：2015 年 12 月 

（４）資本金：1 百万円 

（５）従業員数：1 名 

（６）事業概要：アクリル等の樹脂や木材・金属等を使用した商品企画、製造、販売 

      販促商品等オリジナルグッズの企画、製造、販売 

（７）所在地：大阪府東大阪市荒本北 1-4-1 クリエイション・コア東大阪 南館 2103 号室 

（８）URL：http://paddy-field.com/ 

 

構成／中澤 大輔 

（令和３年 3 月時点） 
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事業承継を経て、持続可能な組織づくりへ 

～丹波の町から最先端を目指して～ 

   

１．「断熱と防音で”あなたらしい住環境”を創造する」谷水加工板工業 

谷水加工板工業株式会社は 1961 年、建築物の壁・床・天井・屋根下地などに用いられる

「木毛セメント板」の製造・販売業として創業し、各種断熱材と表面材を複合して付加価値

を高める「断熱パネル」を開発するなど時代のニーズをとらえた製品を世の中に提供し、発

展してきました。1982 年以降はプレハブ住宅向け外壁材（サイディング）加工業として、

住宅産業への比重を大きく高めるとともに、現在では、断熱事業で培った高い技術力を活か

して、産業用の不燃防音室、さらには船舶用仕切り遮音壁と船舶用浮き床の製造・販売も行

っています。 

また、防音事業として新たに開発した商品＝「自分の個室空間ができる持ち運べる集中デ

スク“SEREN desk“」は、コロナ時代に役立つ製品として、多くのメディアに取り上げられ

ています。 

 

 

 

 

２．SDGs に関わる取り組みや支援内容 

（１）自立型人材の育成による組織力強化の実現 

現代表の谷水ゆかり社長は 2016 年に代表取締役に就任。「先代は強いリーダーシップ

によって会社経営を行ってきた。私は、社員個々の力を活かす経営を行いたい。社員同士

で効率の良いやり方を考えて、仕事に打ち込んでもらいたい。」といった思いから、社員

の人材育成に力を入れてきました。 

シンボルの意味 

積層された素材がデザインもチーフ 

TANIMIZU/TAMBA/TECHNOLOGY の 3 つ「T」が重なる 

使用者/地域の人/谷水加工板工業の人の 3 つの「人」が重なる 

右肩上がりの躍動感のあるイメージ 

 

事例 2 

同社シンボルロゴ 
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まずは、企業理念・経営理念を文書化して、

ISO9001(2015)との連動を図り、５S（整理・整

頓・清潔・清掃・しつけ）活動の徹底を進めると

ともに、人材育成に取り組みました。 

2016年から中小機構の中小企業大学校関西校

の活用を始め、様々な研修へ定期的に社員を派

遣するようになり、時には、全社員が一同に受

講する会社内での研修も実施しました。研修期

間中は工場をストップさせることになり、製造

業にとっては非常に大きな「投資」でありましたが、今後の会社の発展を考え、迷うこと

なく人材育成に取り組まれました。 

こうした研修の実施やそれに伴い行う社員との面談等により社員にも変化が現れ、社

員から業務改善に対する意見が出てくるようになりました。例えば、「日々の出来事にア

ンテナを張り、それを発表する場を作ってはどうか？」という提案から、朝礼で「今日の

ひと言」として社長含む全社員が順番に発表することになりました。この取組を行う中

で、新製品の開発で行き詰まった社員が解決へのアイデアを募った際には、多くの社員

から有意義な意見が出てきたり、転職してきた社員が前職で得た知識などを全社員の前

で簡単にプレゼンしたりと、それまで単に社長・業務部長が日々の指示を出す場であっ

た朝礼が、機能的で活気のある意見交換の場に変わりました。 

事業承継を機に、ボトムアップの経営体制へと変化させるなかで、社員教育に力を入

れ、全社員に学びの場を提供し、その学びを活かすことのできる社内環境を作るこれら

の取組は、SDGs の目標４「質の高い教育をみんなに」に貢献する取り組みと言えます。 

 

（２）平等な働きがいの提供による雇用確保と組織の活性化 

同社は、ボトムアップの組織体制づくりを目指すとともに、社員の意欲向上への取り

組みも行っています。 

一つには「働きやすい職場づくり」のための福利厚生の充実で、谷水社長は託児室を提

供し子育て支援する NPO 法人の運営も行っており、その託児室の無料券を社員の妻に配

布しています。これは、ただ単に子育てへのサポートという意味だけでなく、「毎朝、夫

を気持ちよく送り出してくれる妻への感謝」を伝えたいそうです。 

他にも、今回のコロナ禍を機に IT 環境の整備を進め、社員のリモートワークを実現し

ました。製造業の現場勤務そのものである工場ラインでは難しい点も多いですが、まず

は事務員から週に数回のリモートワークに取り組んでいます。リモートワークの実施は、

社員の家族からの評判も良く、また、通勤の負担軽減が図られることで、事務員について

は都市部の人材を活用できる体制が少しずつ進んできています。地方企業の大きな課題

の一つには、社員の確保がありで、リモートワークの実施など出来る範囲から IT 化に取

り組み、社員が長く働ける社内環境づくりを進めています。 

外部講師を招いた社内での人材育成研修 
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こうした福利厚生制度の提供やリモートワーク推進による働く環境を向上させる取り

組みは、SDGs の目標８「働きがいも経済成長も」に貢献する取り組みといえるものです。 

また、同社は、住宅資材製造業という業種であるため男性が多い職場ですが、女性社員

も各所適切に配置していて、例えば工場では袋詰めなど梱包及び軽作業の組み立てを、

事務所では正確で迅速かつ気の利いた営業事務を任せているほか、商品開発の企画にも、

女性の意見を積極的に取り入れています。 

  その他、同社では勤務時間と責任の範囲でパートと正社員の別はあっても、男女で賃金

の差や発言の重さの差はありません。それは、「それぞれの性を生かして長所と能力に合

った部分を伸ばす。自分をはじめ完璧な人は一人もいない、それぞれの社員の良いところ

を寄せ集めて経営する」という現社長の考えのもと行われているもので、全社員がそれぞ

れに適した役割を担って力を発揮しています。 

  女性優遇ではなく、男女それぞれが長所や能力にてきした役割を任せ、その考えをしっ

かりと社員へ浸透させているこの取り組みは、目標５「ジェンダー平等を実現しよう」へ

の取り組みであり、また、同一労働・同一賃金に取り組んでいる点は目標８「働きがいも 

経済成長も」に貢献するものと言えます。 

  これらの取り組みにより、女性の地位向上や働きやすい環境の構築による雇用の確保

だけでなく、社内コミュニケーションの活性化や生産性向上へとつながっています。 

 

（３）社会的課題を解決するユニークな商品開発 

また、同社が防音事業の技術力を活かして開

発した商品、“SEREN desk”は「自分の個室空間

ができる持ち運べる集中デスク」という利点が

ありますが、これは、コロナ禍の今において、大

きな役割を果たしています。 

この商品は、①時間や場所を選ばずに自分だ 

けの「個室空間」を実現 ②吸音材を設置し作

業の集中力アップ ③WEB 会議も気にせずできる ④使わないときは畳んでバッグの

形になるコンパクト設計 という特長があり、家庭の中で集中できる個室空間が無い方

やコワーキングスペースでの作業、WEB 会議などで回りの目が気になる方など、コロナ

時代に新たに生まれた社会課題を解決する一翼を担っており、まさに SDGs に貢献して

いる商品といえます。 

この新商品は、従来の「（吸音パネルは）部屋に貼って使うもの」という人々の認識か

ら「持ち運び使うもの」へと意識変化を呼び起こし、新しい市場価値を生み出し、同社の

新規市場開拓につながっています。 
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３．今後の展望と期待 

同社はこれまで、意識的に SDGs に取り組んできた訳ではありませんが、事業承継に伴

う新社長による新たな経営改善や、社会課題解決のための商品づくりが結果的に SDGs の

理念に通じるものとなっていました。 

今年 2021 年には SDGs の目標１３「気候変動に具体的な対策を」目標３「すべての人に

健康と福祉を」に貢献する取り組みとして、被災地の避難者が６か月ほど安心して暮らせる

組み立て式のパーテーションを開発しました。

この商品は、谷水社長が「災害発生時において、

直接死 50 人に対して災害関連死（避難後に病気

の発症や持病の悪化等での死亡）などの間接的

は 200 人」と聞いたことが動機となり開発に至

りました。「軽い・簡単・女性でも」を開発コン

セプトとし、避難生活の尊厳を守り、リビングの

ような災害向け個室空間として、今後多くの避

難所での利用が期待されます。 

経営全体においては、これまで通り企業理念である「１、あなたらしい快適な環境を創造

する」「２、開発に意欲的、提案型の企業であり続ける」に基づく経営を行っていくととも

に、今後、SDGs への貢献を認識し、これから取り組みを発信されていくことで、これらの

SDGs に貢献する商品は日本中に広まり、また、世界中にも同社の取り組みは広まっていく

ものと思われます。 

 

４．会社概要 

（１）企業名：谷水加工板工業株式会社 

（２）代表者：谷水 ゆかり 

（３）創業年月：1961 年 3 月 

（４）資本金：10 百万円 

（５）従業員数：25 名 

（６）事業概要：建築材料のジャストカット ユニットハウス等壁パネル製造、断熱パネル 

製造、防音パネルの製造、防音室の施工 

（７）所在地：兵庫県丹波市氷上町賀茂 1457-1 

（８）URL：https://tanimizu-kakou.co.jp/ 

 

構成／小谷 武嗣 

（令和３年 3 月時点） 
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できることから未来に繋ぐ 

～『愛情品質』を SDGs に～ 

 

１．『天使のはねランドセル』のあのセイバン 

 株式会社セイバンは、1919 年創業の老舗ランドセルメーカーです。成長期の子どもの姿

勢をサポートする独自の設計や、軽くて型崩れしない丈夫な素材、そして長年受け継がれた

職人技によるこだわりのものづくりで、同社の「天使のはねランドセル」は 2003 年発売当

初から現在も人気の商品です。 

 

 

 

２．SDGs 取り組みの歩み 

（１）まずはマンガでわかりやすく 

  同社ウェブサイトの「SDGs への取り組み」というページには、素材や生産工程の見直

しから環境負荷を軽減した工場設備にいたるまで、様々な活動が紹介されています。実は、

これらを SDGs として扱い始めたのはこの一年。 

2018 年、大阪・関西万博 2025 の開催が決定。SDGs が達成された社会をめざすこと

が標榜されました。同社の泉代表取締役社長は企業レベルでも SDGs に取り組む必要性

を感じ、2020 年１月に「SDGs に取り組んでいく」と方針を示しました。役員をはじめ

社員の認識は「SDGs とは何か？これまで言われてきた CSR と何が違うのか？」という

ところからのスタートだったそうです。 

SDGs 推進担当となった長瀬経営戦略室長は、まずは社員にとって入り口の敷居を低

くすることが大切だと考え、２月には書籍『マンガでわかる SDGs』（SDGs ビジネス総

事例 3 

左：創業者の泉亀吉氏（一番左） 

右：2020 年３月オープン「セイバン 日本橋」に展示された色とりどりのランドセル 
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合研究所経営戦略会議監修,株式会社 PHP エディターズ・グループ出版,2019 年）を各部

門長に配り、その後社員全体に対して勉強会を設けました。CSR は一方的な社会奉仕で

あり、他方、SDGs は社会への貢献が自社の利益に戻ってくるサイクルであることや、将

来 SDGs が達成された社会においても売れる企業であるためには、取り組みは避けて通

れないことだという認識を培いました。「取り組みを進めるにあたって一番良かったこと

は、みんなが理解しやすいツールとして最初にこの本を選んだこと」だと長瀬氏は語り

ます。 

 

（２）『愛情品質』も SDGs になる 

同時に、すでに行っている自社の事業を棚卸しし、SDGs のどのゴールに該当するかマ

ッピングする作業を始めました。現在ウェブサイトで紹介されている取り組みは、それ

らを再編集して発信したものです。たとえば、同年７月に竣工された工場。３拠点に分か

れていた工場を本竜野の新工場に集約することで、物流にかかるエネルギーと時間が削

減されました。工場には環境にやさしい全熱交換器、高効率空調機が取り付けられてい

ます。これらは SDGs 目標７「エネルギーをみんなにそしてクリーンに」に寄与してい

るといえるでしょう。 

ほかに、環境や人体に悪影響のある物質や部品を排除した商品作りや、購入後６年間

の修理保証。これまでも追及していた子どもの安全や地球環境への配慮が、目標１２「つ

くる責任つかう責任」に該当しました。同社が掲げている『愛情品質』という企業理念

が、SDGs に結び付いています。 

長瀬氏をはじめとしたメンバーは、既存事業が SDGs にどう繋がるか整理することで

「こんなことからでも始められるんだ」と SDGs を身近に感じられたとのこと。その後

同年５月にはウェブサイトに SDGs の取り組みを掲載し、７～８月にかけては社内報で

SDGs を取り扱うことで、社外への PR と社内での更なる浸透を図っていきました。 

 

   

              

 

 

社内に掲げられた企業理念 ランドセル製造の様子 
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（３）新たな挑戦と難しさ 

取り組みを進めていくなかで「社員にも SDGs が浸透していると感じる場面が増えて

いった」と長瀬氏。電気はこまめに消す、会議で紙資料を使わないようにする。日常にお

いても、若手社員が「これって SDGs ですよね」と意識的に行動するようになりました。 

「SDGs への貢献」は商品企画を練る際にもキーワードになっています。ランドセル業

界では「男の子向け／女の子向け」といった性別によるカテゴリ分けが一般的ですが、

2021 年版の株式会社セイバンの商品カタログは切り口を変えています。ハートマークが

散りばめられたデザインの『ラブピ プティハート』、剣やドラゴンのモチーフがあしら

われた『ドラグーン』、本革を使った高級モデル『HOMARE』…といった具合に、カタロ

グの見出しはモデル名で分けており、性別による表記は一切除かれています。かわいら

しいデザインは「女の子向け」、かっこいいものは「男の子向け」といった従来の表現に

頼らず、モデル名でデザインの特徴を伝えるよう工夫を凝らしました。性別という入り

口から入らずにカタログを眺められる。目標５「ジェンダー平等を実現しよう」への前向

きなチャレンジです。 

一方、消費者のなかには従来の「男の子／女の子向け」といった表示を参考に商品を選

びたいというニーズもあります。特にウェブ上では、『ランドセル 女の子用』といった

よく検索されるキーワードにも対応できるようにしておく必要があり、新しい取り組み

との狭間で苦労もあります。日高販売促進グループ長は「モデル名での表記はカタログ

のみでの取り組み。自社サイトでは現在『男の子の／女の子のランドセル』といった表示

なので、これからも工夫が必要だと考えている」と語ります。 

 

   

 

 

（４）SDGs で未来の顧客・人材と出会う 

セイバンの取り組みへの反響は、SDGs ネイティブと呼ばれる若者世代が中心です。

SDGs を勉強中の学生から問い合わせが寄せられたり、新卒採用において学生が SDGs

に言及したりする場面が増えたそうです。 

SDGs をはじめ社会課題に関心の高い若者たちのなかには、ゆくゆくは同社に入社す

る者や、将来子を持ち顧客となる者もいることでしょう。人事・マーケティングの側面か

ランドセルカタログ 2022 
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らも、SDGs ネイティブ世代と価値観を共有できる企業であることは、今後一層重要にな

ってきます。日高氏は「SDGs への取り組みは正直必ずしも楽なことではなく、手間もか

かるが、やらなければいけないことであり、やらないことは経営リスクだと思う」と話し

ています。 

 

３．株式会社セイバンの今後の展望 

同社は国内のランドセル販売以外に、海外で大人向け鞄を展開しています。ヨーロッパ進

出を検討した際には、中小機構の海外展開支援を活用して市場調査などを行いました。日本

と現地での文化の違いは、子どもたちの日常の一端にも表れていました。たとえば、学校か

ら帰宅した小学生が、ランドセルにつけた時間割を見ながら翌日の教材を準備する…日本

では珍しくない光景です。しかし子どもが自分で翌日の支度を行うという習慣が、海外では

驚かれるのだそうです。これは、子どもが荷物を出し入れしやすいランドセルがしつけの一

部を自然に担っていると言えるでしょう。ランドセルは本来、学校指定ではなく“各家庭で

自由に選んで持ってきている鞄”という扱いですが、このように日本の生活に馴染み、小学

校教育のシンボルとなっているのです。 

海外も視野に入れているセイバンが

見据えるランドセルの可能性は様々で

す。小学校教育のシンボルといえど、

ランドセルの使用は学校側で強制して

いるものではないため、今後、教育の

在り方や世間の価値観が変わっていけ

ば廃れてしまうかもしれません。現代

も、タブレット端末を使用した授業や

ICT 教育の推進などで、教育の方法や

内容が大きく変化している真っ只中です。「そのなかでランドセルの果たす役目はどうなっ

ていくのかを考えたとき、教育機関と一緒にできることも模索していきたい。」また、「今後、

日本型の教育モデルが途上国などで参考にされることがあれば、教育モデルとランドセル

をセットにし、産学共同で売り出していくこともできるかもしれない」と日高氏は考えてい

ます。SDGs の観点で見ると、教育機関との連携は目標１７「パートナーシップで目標を達

成しよう」になりますし、途上国への教育モデル輸出は目標４「質の高い教育をみんなに」

につながる可能性も秘めています。SDGs は、社会が向かう方向に合った経営方針を立てる

道標にもなり得ます。 

同社の SDGs の取り組みを振り返ってみると、現在の事業を SDGs のゴールにうまくマ

ッピングしただけでなく、将来の顧客層となる若者世代にも取り組みを PR することで未来

にも投資していることがわかりました。今後、社会の変化とともにランドセルも在り方が変

わっていくとしても、大人がランドセルを贈る気持ちの根底にある「子どもの成長を喜び、

同社初の海外ブランド、大人向け鞄「SICOBA」 
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見守る想い」はこれからも変わらないはずです。その想いを伝え続けるランドセルメーカー

として、株式会社セイバンの SDGs 経営はこれからも前進されていくことでしょう。 

 

 

 

 

４．会社概要 

（１）企業名：株式会社セイバン 

（２）代表者：泉 貴章 

（３）創業年：1919 年 

（４）資本金：45 百万円 

（５）従業員数：288 人（※2019 年 12 月末現在） 

（６）事業概要：ランドセル、関連グッズの製造・販売 

（７）所在地：兵庫県たつの市龍野町片山 379-1 

（８）URL：https://www.seiban.co.jp/ 

 

構成／深山 美咲 

（令和３年 3 月時点） 

  

本竜野の新工場と従業員の皆さん 
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探してみよう！会社の中の SDGs 

～地元密着企業の取組み～ 

 

１．終戦直後から和歌山の『食』を支え続ける野田商店 

 株式会社野田商店は 1949 年に和歌山県海南市でかんぶつ屋

として創業、かんぶつを中心に、様々な調味料、飲料、業務用

食材等を取り扱う食品卸企業です。現在は、2019 年 8 月に先

代から同社を引き継ぐ形で就任した野田智也社長（三代目）の

もとで、70 年の歴史の中で培った信頼を大切にしながら新た

な取組を模索しています。2011 年にはかんぶつを使ったスイ

ーツ店「3 時のかんぶつ屋さん」を同社敷地内に開店し、今年

で 10 周年を迎えます。 

近年、大手の食品卸企業が和歌山県内にも進出し、競争は厳

しさを増していますが、同社は、長年行ってきた卸売の商売の

みに固執するのではなく、和歌山県の歴史とともに培った地元

とのつながりを大切にしつつ、大手には真似できない地元企業

らしい取組を通じて地域貢献を目指して日々事業を行ってい

ます。 

 

 

 

㈱野田商店 野田智也社長 

同社主力商材であるかんぶつ 野田智也社長と「3 時のかんぶつ屋さん」野田店長 

事例 4 
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２．SDGs に関わる取り組みの内容 

（１）同社が SDGs に取り組むことになったきっかけと具体的な取組内容 

  同社が SDGs に取り組むことになった最初のきっかけは、2020 に野田社長が取引金融

機関からの誘いで SDGs に関するセミナーに出席したことでした。出席する前は、同社

の既存の取り組みが SDGs に当てはまるとは思っていなかったそうですが、『まずは

SDGs を表明することが第一歩となる。大きな取り組みである必要はないし、既存の取組

のなかに SDGs が隠れていることも多い。』という講師の力強い言葉が、野田社長を SDGs

の取り組みに突き動かすことになりました。 

まず、野田社長は、もう一度同社の日常的な取り組みを洗い出して SDGs の唱える 17

の目標に照らし合わせていきました。当時、先代から会社を引き継いで間もない頃でも

あり、かねてから同社の強みや弱み、今までの同社の歩みなどをいま一度整理して把握

したいと思っていた野田社長にとっては、これがよい取組になりました。また、SDGs の

取り組みを実施していることを表明する SDGs バッヂを従業員全員に配布することとし、

まずは会社として取り組む「姿勢」そのものを従業員へ示すことにしました。こうした経

緯を経て社員全員で、社内のあらゆる活動を見渡してみたところ、社内の取り組みのい

くつかで SDGs への貢献と思われるものを見つけることができました。 

① 商品サンプルや余剰商品をこども食堂に寄付 

目標１「貧困をなくそう」 

目標２「飢餓をゼロに」 

目標１２「つくる責任つかう責任」 

目標１７「パートナーシップで目標を達成しよう」 

食品を扱う企業として、賞味期限等の制約で仕入れた商材をやむなく廃棄せざるを

得ないことがあることについては、野田社長自身、問題意識を持ち続けていました。

ある時、かねてから取引のあった「子ども食堂」へ、食材サンプルや余剰商品、賞味

期限の到来が近い商品などを無償で提供したところ大変喜ばれたことから、以降、タ

イミングが合えば提供するようにしました。放っておけば最終的に廃棄せざるを得な

い商材もこうして子どもたちの健全な発育に貢献することができ、同時に食品の廃棄

も防げることができることを SDGs の取り組みを開始したからこそ改めて認識する

ことができました。 

近年日本国内でも世帯間の所得格差が広がり、十分に食事を取れない子どもが増え

ているなど、今や、貧困や飢餓はどこかの遠い国の話ではなく、我々の身近な問題と

なっていて、この取り組みは、上記の４つの SDGs の目標に貢献するものです。 

② かんぶつを通じて地域社会との繋がりを深める 

目標１７「パートナーシップで目標を達成しよう」 

目標４「質の高い教育をみんなに」 

同社では、日本かんぶつ協会が認定している「かんぶつマエストロ」の和歌山県第

一号である野田社長自ら、和歌山県内の小学校や幼稚園、その他行政団体等からの依
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頼をうけて、かんぶつについての出張授業や地域の料理教室での講演など地域コミュ

ニティに積極的に参加する活動を行っています。高度経済成長以降生鮮食品が容易に

手に入るようになったことにより、かんぶつは日本人の食卓から長らく遠のいていま

したが、「天然のサプリメント」と呼ばれるほどかんぶつはうま味や栄養分が豊富な

食材でもあり、そういった点が見直され、近年は消費量が回復してきているそうです。

子どもたちは、野田社長と一緒に、かんぶつでダシをとって汁物を作るなどの体験授

業を通じて、日本の伝統的な食文化を改めて学ぶことができています。同社は営利を

目的とする一私企業の枠を超えて、地域社会とのパートナーシップを深め、さらには

子どもたちへ日本の食文化を伝える役割も果たしています。 

③ 多様な意見を大切にする、社員の働きがいを高める 

目標５「ジェンダー平等を実現しよう」 

目標８「働きがいも経済成長も」 

同社は従業員数 9 人という社員一人一人の顔が見える関係性を生かし、風通しがよ

く、従業員一人一人の働き甲斐を実感できる会社を目指しています。同社ホームペー

ジには従業員全員の写真と紹介文が掲載されており、一人一人を大切にしようという

野田社長の姿勢が表れています。特に近年、野田社長は「女性の参画」について強く

意識し、一般的に男性では気づきづらいと思われる箇所について、女性目線での意見

や気づきを意識的に取り入れています。また、それぞれ従業員が発する意見を積極的

に取り入れていくことによって、それぞれの従業員が業務の主体となり、一層モチベ

ーションを高く持って働いてくれるようになり、業務改善が進むよい循環を生み出し

ています。これは上記２つの SDGs の目標に貢献する取り組みです。 

 

（２）取り組む意義、取り組んで良かったこと 

  同社では、まずは会社として SDGs を表明するため、社員一人一人に SDGs バッヂを

配布し、勤務中はそのバッヂを装着してそれぞれの業務にあたることとしました。すると、

取引先などから、何をつけているのか、という質問をされるようになり、そうすると従業

員それぞれが『自分たちは何を身に纏っていて、会社として何を世間に表明しているのか』

ということを意識するようになったといいます。すなわち、SDGs とはどういうもので、

同社としてはどういう取組をしているのかということを、従業員それぞれの言葉でステ

ークホルダーに説明するようになったということです。『宣言することでよい意味で責任

感が沸いて、自分たちの行動が変わってくる』と野田社長は話しています。 

表明したからには実践しなければならないし、それを怠った時、世間からも従業員た

ちからも厳しい目を向けられることになりますが、むしろ、SDGs を表明したことによ

り、目指すゴールが浮き彫りになり、さらにその項目が磨かれていくというプラスの点

の方が多いと野田社長は考えているそうです。 
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３．今後の SDGs への取り組みの展望 

 同社が中小機構の支援を受けることになった経緯は、先代から野田社長への事業承継に

係る経営課題の整理でした。中小企業の場合、事業承継をきっかけとして、新経営者のリー

ダーシップのもとで新たな事業や取り組みを開始してビジネスチャンスを掴み、さらなる

成長軌道に乗ることができる企業がある一方で、円滑に経営のバトンタッチができずにそ

の後の経営が行き詰まるケースも散見されます。同社の場合は、前者のケースで、先代社長

の大切にしてきたものをよりよいものにするために、新たな経営者の手腕で事業を拡大さ

せている好事例のひとつです。 そのツールとして野田社長は SDGs を活用しています。

新社長のリーダーシップのもとで他社に先駆けて表明し、少しずつではあるが様々な効果

が現れはじめています。 

 

今後はさらに、事業承継を機に新たな取組を行う企

業を支援する「事業承継補助金」を活用して、2021 年

前半には、消費者が必要な分だけ食材を購入すること

ができるような量り売り主体の小売店を開店予定で

す。これによって、新たに直接消費者とのつながりを

創出したいと考えています。この「必要な量を必要な

分だけ」の取り組みも SDGs の目標１２「つくる責任

つかう責任」への貢献を念頭においています。 

 

４．会社概要 

（１）企業名：株式会社野田商店  

（２）代表者：野田 智也 

（３）創業年：1949 年  

（４）資本金：10 百万円 

（５）従業員数：9 名 

（６）事業概要：かんぶつ、調味料等業務用食品の卸、かんぶつを使用したスイーツの製造・

販売 

（７）所在地：和歌山県海南市藤白 189-1 

（８）URL：http://www.maru3-noda.jp/index.html  

 

構成／木村 貴之 

（令和３年 3 月時点） 

  

「必要な分だけ」量り売り店舗イメージ 
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和菓子づくりで社会課題の解決に貢献 

～経営改善の中に見つける SDGs～ 

 

１．「皆様の笑顔を、応援したい。」和菓子づくりの富田屋 

㈱富田屋は創業 1928 年、設立 1966 年のわらび餅や柏餅等の和菓子を製造している和菓

子製造販売メーカーです。大手スーパーへの販売を中心に、節分やひな祭り、お盆等の行事

に合わせた四季折々の和菓子を手ごろな価格で販売しているのが特徴です。同社は、顧客が

幸福な時間を過ごすためのお手伝いをし、顧客の笑顔を応援することを和菓子づくりへの

想いとして掲げて、日々安心・安全な和菓子づくりに励んでいます。 

 

        

 

２．食品廃棄物の削減からはじまる SDGs 

細谷社長の悩みは、和菓子を製造する過程で発生する食品廃棄物の問題でした。廃棄物の

量は毎月 22 トンにも及び、その大量な食品廃棄物を排出している生産工程を改善したいと

中小機構近畿本部へ経営相談に訪れました。そして、専門家のアドバイスを受けながら経営

改善を図る「ハンズオン支援事業」を活用して「食品廃棄物の排出量削減」に取り組みまし

た。 

グラフ化によって食品廃棄物の排出量を「見える化」して、日々の排出状況を把握し、そ

の原因を解析するとともに、ものづくりの基本である現場の５S（整理・整頓・清潔・清掃・

しつけ）活動の徹底に取り組んで、目的としていた食品廃棄物の排出量削減に成功しまし

た。 

同社が「食品廃棄物の排出量削減」のために行った経営改善への取り組み、また、余った

和菓子を地域住民や社員に安価で販売をする等の廃棄ロスへの取り組みは、SDGs の目標１

２「つくる責任つかう責任」に貢献するものです。問題意識をもって行った経営改善が、実

事例５ 
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は意識しないうちに SDGs に貢献していたということです。SDGs 経営は、既に取り組んで

いる経営改善や事業を SDGs の視点で捉えなおすことからでも始めることができるのです。 

 

３．職場風土改善でさらなる SDGs 貢献 

細谷社長は、「パートは、わが社の宝物です」と述べるなど、雇用形態によらず社員を大

切にする社風を育んでいます。食品廃棄物問題の時も、幹部だけでなく、現場の声を汲み取

って、社員全体の意見を活かすことをしています。こうした姿勢により、社員が一丸となっ

て経営改善に取り組むようになり、副次的効果として全社員の意識が大きく向上すること

に結びついています。 

また、同社では次の経営改善として、生産ラインにおける新しい設備導入や工場設備のレ

イアウト変更、人員配置の見直しにも取り掛かり、結果として、効率的な作業体制を実現し

ました。職場環境が大きく改善したことで、非常に風通しの良い、働きやすい職場となって

います。 

こうした職場風土の醸成や生産ライン等の改善も、意識せずして SDGs に貢献している

好事例で、パート、正社員の働きやすい環境づくりは、SDGs の目標８「働きがいも経済成

長も」に貢献する取り組みです。また、細谷社長はそれだけでなく、社員のシフト作成にも

気を配り、社員全体の希望を優先するほか、親の介護や体調不良による長期休暇も認める

等、全社員が長く勤めたくなる働きやすい職場を目指しています。こうした社員を大切にす

る取り組みも SDGs の目標８に該当する「SDGs 経営」なのです。 

 

   

 

 

４．今後の展望と SDGs 経営について 

 新型コロナウイルス感染症が猛威を振るうなか、社員は皆「コロナの影響でいつ会社の経

営状況が苦しくなってもおかしくない」といった危機感をもって勤務しており、その危機感

が経営改善への意欲をさらに向上させていると細谷社長は言います。 

和菓子づくりをする社員の様子 ㈱富田屋 細谷社長 
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現在は、社員がさらに気持ちよく業務ができるよう食堂や工場の改修を検討したり、また、

「業務の見える化」にも取り組んだりして、社員の動きと会社の動きの一本化を目指してい

ます。特に「営業の見える化」をすることで、営業部門と製造部門の意見交換が活発化し、

「職場の風通しはさらに良くなりそうだ」とのことです。 

 さらなる取り組みを考えますと、同社のある大阪府富田林市は、SDGs の理念を市政に取

り入れて SDGs の実現に取り組んでおり、2020 年 7 月には「SDGs 未来都市」及び「自治

体 SDGs モデル事業」に選定されていますが、今後、同社が富田林市と協力して官民一体

の事業に挑戦すれば、SDGs の目標１７「パートナーシップで目標を達成しよう」にも貢献

が可能です。例えば、市の小中学校で茶道教室が実施される予定があれば、自慢の和菓子を

提供して茶道教室の開催に協力することで、SDGs 目標１７への貢献になるだけでなく、茶

道という日本文化の保護、継承に通じる SDGs の目標４「質の高い教育をみんなに」への

貢献にもなります。そういった茶道文化の普及に貢献することは、和菓子の魅力を発信する

ことにも繋がり、同社にとっては和菓子の消費者を増やしていくこととなり、SDGs の取り

組みが長期的に経営にプラスになる一例です。既に自社が SDGs の貢献に繋がる取り組み

をしていると認識した細谷社長は、「SDGs は大手企業の問題で、中小企業が取り組む必要

性や意味を理解していなかったが、自分たちでも SDGs に貢献でき、それが経営にも活き

ることが分かり、今後はさらに SDGs の視点からも新事業を含めた経営改善に取り組んで

いきたい。」と語っています。中小機構も、SDGs への想いが加わった㈱富田屋の今後の和

菓子づくりやさらなる事業展開に期待しています。 

 

５．会社概要 

（１）企業名：株式会社富田屋 

（２）代表者：細谷 雄二 

（３）創業年月：1966 年 9 月 

（４）資本金：86 百万円 

（５）従業員数：264 名 

（６）事業概要：和生菓子の製造販売 

（７）所在地：大阪府富田林市若松町東 3 丁目 1-36  

（８）URL：https://www.tomita-ya.co.jp/ 

 

構成／船戸 璦馨 

（令和３年 3 月時点） 
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身近な取り組みの積み重ねで進化する老舗の DNA 

~SDGs が世界へ広げる協力の輪~ 

 

１．魚本来の持ち味にこだわった和田八蒲鉾製造㈱の「水産練り物」づくり 

 和田八蒲鉾製造㈱は、蒲鉾・ちくわ等の水産練り物を製造する老舗企業です。イトヨリダ

イ・シログチなど５種類の魚を絶妙なバランスで配合した商品の評価は高く、関西圏の有名

料亭やミシュラン星付きのレストランから、大手百貨店・生協・スーパー向けまで、幅広い

顧客に販売しています。近年は、年末年始の迎春用商品販売以外の売上を拡げるために、ハ

ロウィンやバレンタインなど季節イベントに合わせた新たな商品づくりや海外向けの販路

拡大にも挑戦しています。 

 

２．SDGs に関わる取り組みや支援の内容 

（１）製造現場改善により食品ロスが少ない工場を実現 

  企業理念である「一味真（ひとあじまこと）」にこだわった商品は、素材の味・食感な

どの魚本来の持ち味を最大限に活かす反面、つくりすぎた商品はどうしても日持ちせず、

廃棄ロスが発生してしまうという問題がありました。そこで、同社は中小機構近畿本部に

相談―アドバイザーの支援を受けて経営課題の解決を図るハンズオン支援事業を活用し

ました。 

ハンズオン支援では、廃棄ロス数量の可視化や発生原因の追究・改善、生産管理の仕組

みの強化などを行い、「つくりすぎのムダ」の削減に取り組みました。工場メンバーの全

員参加による取り組みの結果、生産管理に対する社員の意識が高まり、過剰生産の抑制

が実現しただけでなく、工場の監査を行った大口取引先から工場の管理レベルが認めら

れ、取引の増大にもつながりました。 

事例６ 
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  水産資源の枯渇や開発途上国の食料不足などの社会課題の解決が求められる中で、仕

入れた魚肉をムダなく製品化して消費者に届ける同社のこの改善活動は、目標２「飢餓を

ゼロに」、目標１２「つくる責任つかう責任」、目標１４「海の豊かさを守ろう」などの

SDGs に貢献する取り組みと言えます。 

  また、社員が協力して生産性向上のための創意工夫に取り組み、仕事への参画意識を高

めることは「仕事がしやすい職場づくり」にもつながっており、これは、目標８「働きが

いも経済成長も」に貢献する取り組みとなっています。 

 

（２）他企業と連携した商品開発 

  さらに、同社の末澤社長は他企業との連携にも積極的です。例えば、大阪産（おおさか

もん）の認定を受けた農園のしいたけや淡路島の若手農家が生産したブランド玉ねぎが

規格外のサイズで販売できずに困っていた際には、生産者とタッグを組んで商品開発を

行い、廃棄ロスを防ぎつつ地産地消にも貢献しています。 

また、同社の新たなブランドデザインを検討する際にも、単なるデザインの刷新にと

どまらず、紙製の包装パッケージへ転換する準備が進められています。これは創業以来

の原点として重視している「魚と真摯に向き合う姿勢」の考えから、原料となる水産資源

や人体への影響が懸念されるマイクロプラスチックを問題視しているためです。 

 

          

 

持続可能な生産・消費のサイクルを構築していくこれらの取組みは前出の目標１２「つ

改善活動を振り返る末澤社長 和田八蒲鉾製造㈱の新しいブランドデザイン 

 

ハンズオン支援で改善された工場の様子 
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くる責任つかう責任」や目標１４「海の豊かさを守ろう」への貢献というだけではありま

せん。SDGs につながる目標に向けて異業種のパートナーと連携することは、目標１７

「パートナーシップで目標を達成しよう」にも繋がる取り組みともいえます。 

 

（３）和食文化の継承・伝達と人財育成 

  一口に蒲鉾といっても、食感・味付け・食べ方には地域差が大きいものです。大阪に同

社の蒲鉾が根付いているのは、鮮度維持のために加工せざるを得なかった大阪の海から

の絶妙な距離、京都に影響を受けた出汁の文化、高品質な蒲鉾を買い支えることができた

商人の購買力等の賜物であると末澤社長は言います。 

同社が行っていることは、単に蒲鉾のおいしさを伝えるだけでなく、そのような日本の

伝統食・地域文化の中にある「水産練り物」の１つである蒲鉾を伝えていく地道な活動で

す。例えば、社外では子供や留学生向けに蒲鉾づくりの実演を行ったり、大阪ガスとコラ

ボして蒲鉾の飾り切りや伊達巻づくりを行ったりして蒲鉾の魅力を伝えています。また、

伝統的な蒲鉾づくりやおせち、出汁文化の食育イベントに参加したり、2019 年 1 月から

は京都御苑の「御所の弁当」に平安時代の蒲鉾を再現した「平安王朝蒲鉾」を提供したり

もしています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

              

さらに、同社は社内向けにも、全国の水産練り物を紹介したマップや各地域の蒲鉾の

特色を説明した資料、材料となる魚種とその特徴、蒲鉾の基本的な製造方法などを説明

する資料を共有し、しっかりと蒲鉾文化を伝承できるように工夫しています。 

このように、社内・社外を問わず蒲鉾づくりの技術や文化を広めていく姿勢は、目標４

「質の高い教育をみんなに」につながりますし、また、社員にとっては、日本の伝統文化

の伝承に貢献できるというやりがいの醸成という意味で、ここでも目標８「働きがいも 

経済成長も」につながる取り組みになっています。 

 

３．今後の SDGs への取り組みの展望 

このように同社は様々な SDGs に関わる取り組みを実践していますが、これらは当初か

ら SDGs を意識して取り組まれたものではなく、結果的に SDGs につながっている取り組

みとなったものです。しかし、無意識のうちにでも SDGs に貢献する取り組みを行ってき

蒲鉾づくりの実演 平安王朝蒲鉾 
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たからこそ、顧客や社員、外部パートナーからのサポートを得られ、同社の活動の幅が拡が

ってきたと考えられます。そして、今後改めて SDGs に貢献する取組みであることを意識

し、新たな取り組みを検討したり発信を強化したりすることで、さらに活躍のフィールドは

世界中に拡げられると思われます。 

今は同社の販路は国内が中心ですが、「ゆくゆくは良質の魚を求めて、海外にすり身の文

化や技術を指導して回った伯父のように、世界に日本の練り物文化を伝えていきたい」と末

澤社長は意欲的です。高タンパク・低カロリーの「フィッシュプロテイン」に対する世界的

な健康意識の高まりも追い風となり、例えば目標２「飢餓をゼロに」、目標１４「海の豊か

さを守ろう」などにつながるこれまでの取り組みを海外でも実践できれば、協力の輪は広が

っていくでしょう。 

受け継がれてきた老舗の DNA を武器に、SDGs を共通言語として海外でも事業展開して

いく展望が開けてくることを期待します。 

 

４．会社概要 

（１）企業名：和田八蒲鉾製造株式会社 

（２）代表者：末澤 市子 

（３）創業年月：1931 年 5 月 

（４）資本金：20 百万円 

（５）従業員数：49 名 

（６）事業概要：水産加工品製造業 

（７）所在地：大阪府大阪市福島区福島 5- 4-21 

 

 

構成／米倉 聡明 

（令和３年 3 月時点） 

  



              

顧客に求められる技術力と時代に応える力 

～「よいものをつくる」からはじめる SDGs～ 

 

１．高い技術力こそが変化に対応できる原動力 

株式会社フクモトは、各種プラスチック容器の開発・製造・販売を手がけるものづくり専

門企業です。 

同社は 2000 年代初頭より、ブロー成形の中でも高度な技術である多層成形に関する製造

ノウハウを積み重ね、顧客に求められる高い技術力を培ってきました。多層成形の容器は、

単層成形の容器に比べて、機能面やデザイン面で大きなメリットがあり、同社では有機溶剤

を取り扱う企業や高度な衛生管理が求められる大手化粧品メーカーなどとの取引を開拓し、

付加価値の高い製品を提供しています。 

また、同社の強みとして、プラスチック容器の開発から製造に至るまで、一気通貫で対応

できる技術力の高さが挙げられます。一般的には分業体制で取り組む業界にありながら、自

社で容器の製造から容器のラッピング、印刷等にも対応できる体制を構築しています。これ

は、「顧客は完成品を求めている」という同社の考えに基づいており、顧客のニーズに応え

ることを第一にものづくりに取り組んでいる証です。 

 

 

 

 

 

 

事例 7 

一気通貫対応のため二次加工

設備も幅広い 

寸法精度を出せるよう品質

管理を徹底している 

ブロー多層成形（芳香剤容器） ブロー多層成形（化粧品容器） 

ブローや射出の成形機を 

多数そろえている 
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一方で、プラスチック製造を取り巻く外部環境は、転換期に差し掛かっているといえます。

近年では、海洋汚染や廃棄物削減の観点から、脱プラスチックの動きが進んでおり、プラス

チックに関連する産業はいままでと同じ技術・製品だけでは、時代の変化に対応するのが難

しい状況です。同社は、持ち前の高い技術力をもとに、人間とプラスチックが共存していけ

る社会に向けて、新しい価値の提供に取り組んでいます。 

 

２．SDGs のためではなく顧客に応えるために 

同社のものづくりは、基本的にプラスチック製であるため、環境保全と脱プラスチックと

いう世の中の流れには常にアンテナを張っていました。SDGs が 2015 年の国連サミットで

採択されるよりもずっと以前、今から 20 年ほど前には、すでに環境負荷軽減を模索してお

り、生分解性プラスチックやバイオマス・プラスチックなどの試作開発に取り組んでいまし

た。 

具体的に SDGs を意識したのは、2～3 年前に大手化粧品メーカーと商談をしていた時の

ことがきっかけだといいます。担当者から「軟包材」という言葉を聞いて、製品一つあたり

の重量削減が環境負荷軽減につながることに注目したそうです。軟包材は、私たちがよく目

にする洗剤やシャンプーの詰替え袋のように、内容物を入れることによって形作られる包

装で、パウチ袋とも呼ばれます。通常のプラスチック容器に比べて、生産・廃棄における体

積と重量が減ることで環境負担が軽減することや、内容物やサイズによっては、携帯しやす

いなど利便性も高い点から、様々な活用がなされています。 

プラスチック容器の製造を主業としていた同社にとって、軟包材の存在はどちらかとい

えば競合する位置づけでした。しかし、同社の福本社長は時代の潮流を読み、パッケージを

取り巻く環境が変わっていくと感じ、軟包材の開発・製造にも着手することにしました。既

存の製造設備では対応できなかったため、設備導入にあたっては事業再構築補助金を申請

し、見事に採択されています。SDGs の観点では、これらの取り組みは、目標１２の「つく

る責任つかう責任」に該当するものであり、プラスチック製でも時代に則したものづくりに

積極的に取り組んでいることが伺えます。多様な包装材を世の中に提供することで、使い手

に選択肢を増やすという「つくる責任」を果たしています。 

また、柔軟に対応できるだけの高度な技術を有していることは、目標９の「産業と技術革

新の基盤をつくろう」にも合致するものです。厳しい環境におかれているプラスチック関連

産業ですが、少しでも環境にやさしく付加価値の高い製品をつくっていくことで、「プラス

チック＝悪者」ではない価値の提供とイノベーションを起こそうとしています。同社がすで

に取り組んでいることとして、プラスチック容器の軽量化は環境負荷の軽減につながって

おり、特にプラスチックの廃棄が減ることで、海洋汚染をおさえられるため、目標１４の

「海の豊かさを守ろう」にも合致する取り組みといえます。一方で、こうした環境負荷軽減

などの付加価値を持った革新的な製品のシェアを増やすためには、その価値を理解してく

れる顧客が不可欠です。同社では、優良大手企業とのお付き合いを開拓することで、その課

題に取り組んでいます。これは、目標１７の「パートナーシップで目標を達成しよう」につ
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ながるもので、取引先の理解・協力を得ながら、SDGs 目標を達成できるように努めていま

す。 

 

ここまでみてきた取り組みは、同社の製造技術や製品に関する取り組みという観点でし

た。それを支えているのは、同社の貴重な人材です。同社では、先代が社長を務めていると

きから、従業員の多能工化を進めており、各自がモチベーション高くものづくりに取り組め

るような組織をつくってきました。実際に、付加価値の高い製品アイデアは、現場で従業員

の方々が自発的に考えるところから生み出されています。こうした社内のアイデアが埋も

れないような情報共有の仕組みや、より生産性高く働けるような環境づくりのために、同社

は IT 活用についても積極的に準備をされています。2021 年には、中小機構の IT 経営簡易

診断を利用し、自社の課題の洗出しから IT 戦略の検討にも取り組まれています。このよう

に、従業員が活躍できる環境を提供しているのは、目標８の「働きがいも経済成長も」に合

致する取り組みといえます。 

 

３．SDGs を意識した取り組みにも着手 

 今後取り組んでいきたいこととして、福本社長は「多様

性」をキーワードに挙げています。同社の理念の一つにも

「社員の多様化を尊重し、活気溢れる企業風土をつくる。」

と明記されています。多様性の観点では、ものづくりに焦

点をあてると、多品種少量で顧客が求める付加価値の高い

製品をつくることが大切と福本社長は考えています。もの

づくりの現場で働く人に焦点をあてると、製造業の現場は

男社会といわれていますが、ジェンダー平等の観点から、

女性が活躍できる場面も積極的に増やしていきたいと福

本社長は考え、まずは女性従業員の比率を上げるところか

ら取り組み始めています。これは、目標５の「ジェンダー

平等を実現しよう」につながる取り組みといえます。 

 

４．さらに SDGs を意識した経営に向けて 

福本社長は、「世の中から必要とされる企業になりたい」という想いを語っており、SDGs

に取り組むことは、その実現に向けた重要な経営戦略の一部といえます。SDGs や世界的な

脱炭素の動きを背景に、多くの産業が転換点を迎えています。例えば、自動車は、内燃機関

を動力源としたエンジン車が減っており、ハイブリッド車や EV 車が主流となる時代が近づ

いています。それでも、自動車が世の中からなくなることはないでしょう。同様に、プラス

チック製品も紙製品に置き換わるといった面は見受けられますが、環境にやさしいなど付

加価値の高いプラスチック製品であれば需要は伸びていくでしょう。 

㈱フクモト 福本社長 
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「よいものをつくる」ことが SDGs につながり、よいものだからこそ「世の中から必要

とされる」、昔から変わらないものづくりの真髄を守っているからこそ、時代の変化に適応

できる―福本社長の想いと SDGs 経営が同社の企業成長の起点となり、自社の枠を超えて

社会課題の解決にも貢献していくことを期待しています。 

 

 

５．会社概要 

（１）企業名：株式会社フクモト 

（２）代表者：福本 哲也 

（３）創業年月：1965 年 9 月 

（４）資本金：30 百万円  

（５）従業員数：87 名 

（６）事業概要：プラスチック容器の開発・製造・販売 

（７）所在地：奈良県吉野郡東吉野村中黒 1130 番地 

（８）URL：http:/www.s-fukumoto.co.jp/ 

 

構成／石井 大嗣  

（令和 4 年 3 月時点） 
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スポーツを通じた地域づくりへの挑戦 

～京都山城地域のベンチャー企業と SDGs～ 

 

１．京都山城地域発の社会課題解決型ベンチャー企業 

 株式会社京都山城スポーツクラブは、京都山城地域の街づ

くりをスポーツの力で実現するべく 2020 年 11 月に設立さ

れた、社会課題解決型ベンチャー企業です。2020 年度から J

リーグ参入を目指すサッカーチーム「マッチャモーレ京都山

城」を運営するほか、京都山城地域で完全無償のサッカー教

室「みんなのサッカー広場」の運営を開始しております。 

 同社塚本代表の出身地である京都山城地域とは、京都府の

南部に位置する宇治市、京田辺市等、７市７町１村を指し、

「日本茶の故郷」と呼ばれる日本茶の名産地でもあり、煎茶・

かぶせ茶・玉露・甜茶など各種の茶生産が行われていますが、

全国的にはまだまだ知名度が低い所です。また、一部に人口

増加がみられるものの、地域全体では高齢化・過疎化が進ん

でいる状況です。 

こうした地域や社会全体の現状に対して、同社の塚本代

表は、「自身の出身地の地域活性化に貢献したい」「京都山

城地域の魅力を全国・世界に発信したい」と強く考えるようになり、この解決手段として

「株式会社京都山城スポーツクラブ」を設立しました。 

 「スポーツ」が持つ「人を魅了し、人を前向きにする力」に着目して、同社では社会貢献

につながる非常に特色のある事業を行っています。これらの事業を SDGs の１７目標の切

り口で整理してみたいと思います。 

 

２．サッカーチーム「マッチャモーレ京都山城」の運営 

同社は、「地域活性化」「京都山城地域の魅力発信」に向けたアプローチとして、社会人

サッカーチーム「マッチャモーレ京都山城」のクラブ運営を行っています。 

事例 8 

(出典)京都府 HP 
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 「共創(一緒に創る)」の精神で「2030 年の J リーグ昇格」という明確な目標を掲げ、地域

で活動することで、チームの成長を皆で共有し、地域全体での盛り上がりを狙っています。

必死にプレーする選手の姿は、地域の子どもたちに夢や希望を与えますし、世界的に競技人

口の多いサッカーの特性を活かし、チームの活動を全国・世界に発信することに併せて、京

都山城地域の名産や文化等を紹介、広めていくことを行っています。 

これらの活動は地域から多くの賛同を得ており、サポーターである地元企業のスポンサ

ーは、2021 年 12 月時点で 25 社を超え、チーム運営に関わることができるオンラインサロ

ンでは 1 年足らずで全国から 50 名以上の賛同者を集めるなど、既にマッチャモーレ京都山

城を核として地域内外で、「共創」の精神が具現化したコミュニティが形成されてきていま

す。 

また、同社は、クラブ運営費を稼ぐために行うチーム関連グッズの販売は行わず、先に述

べたように地域とタイアップした商品の販売を行います。これは、地域文化や産品を発信す

ることで、「地域の方にも、地域の文化、産品、企業等を知ってもらいたい」「地域の付加

価値を高めていきたい」という同社の方針によるもので、現在も地域企業と連携したコラボ

商品の開発・販売の準備が進んでいます。 

これらの活動は、SDGs の目標１１「住み続けられるまちづくりを」目標１７「パートナ

ーシップで目標を達成しよう」にあたる取り組みです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．“Sports For Everyone”子ども向け完全無償のサッカー教室 

 同社の最も特色のある取組としては、子ども向け完全無償のサッカー教室「みんなのサッ

カー広場」(“Sports For Everyone”プロジェクト)が挙げられます。 

2021 年 3 月末より、小学生を対象とした無料サッカースクールを毎週開講しています。

このスクールは入会金や年会費など初期費用も無料で、ボールやウェア、シューズなども購

入する必要はありません。日本は「裕福な国」という印象がありますが、実は諸外国に比べ

相対的貧困率が高く、7 人に 1 人の子どもが貧困で苦しんでいると言われており、ひとり親

家庭や貧困家庭へのサポートもまだまだ不足しています。同社は、家庭の環境にかかわら

ず、すべての子どもたちにサッカーを楽しむ機会を与え、それによって子どもたちの考える

力、生きる力を育むことを目指しています。 

山城地域の名産である「茶」の文字をグラフィカルに表現し

たロゴは、「文化・街・人」の三位一体を表す。 
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また、世界に目を向けると、ヨーロッパでは子ども

たちが平等にスポーツを楽しむ機会が与えられること

は当たり前のことと考えられています。そこには地域

の人や企業がサポートする姿があり、地域で子どもた

ちの成長を見守っていく文化があります。同社は京都

山城地域でこのモデルケースを創り上げようとしてい

るのです。 

この活動は、大きな反響を呼んでおり、既に 2021 年

12 月時点で京田辺市、城陽市、木津川市、宇治市４市

の５会場にて延べ 1,450 人以上の子どもたちが参加し

ています（緊急事態宣言中は不開催）。女の子の参加

率も高く、男女問わずサッカーを楽しむ場となってい

るほか、保護者の方からも「球技を怖がっていた子ど

もが楽しむようになった」との意見が出るなど、好評

な事業となっています。 

これらの活動は、目標１「貧困をなくそう」目標２

「飢餓をゼロに」目標３「すべての人に健康と福祉を」目標４「質の高い教育をみんなに」

目標５「ジェンダー平等を実現しよう」目標１０「人や国の不平等をなくそう」目標１６「平

和と公正をすべての人に」など多くの SDGs の目標に貢献しているといえます。 

 

同社のこれらの活動は、下の図のように、「地域の人々」、「地域企業」、「同社」の３

者が相互に関わり、繋がりが深まることで好循環を生む効果があります。例えば、同社のサ

ッカー事業をきっかけに地域の人々に、事業のサポーターである地元企業を知ってもらう

ことで、企業に親近感を抱くようになり来店ハードルが下がるとともに将来の就職先にも

シューズもウェアも不要。コーチたちが見守る。 

 

宇治市、城陽市、京田辺市、木津川市でほぼ

毎日開催。 

男の子だけではなく、 

女の子の参加者も多い。 
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なり、引いては地域内での好循環に至るというものです。このように同社をハブとした地域

の関わり合いを増やすことで、地域活性化に繋げることを目指しているのです。 

 

４．社内への SDGs 効果 

事業自体がまさに SDGs の理念に合致している同社ですが、当初は SDGs 宣言をしてい

ませんでした。営業活動の中で、周囲から「これって SDGs の取り組みでしょ？」と指摘さ

れることが増え、社会における SDGs の理解が一般化してきたと感じた同社は、“Sports For 

Everyone”プロジェクトのロゴを SDGs カラーに刷新し、事業紹介においても SDGs の切り

口で説明するようになりました。 

塚本代表は、「最近、SDGs に関心のある経営者は増えてきており、ビジネスにおける共

通言語化している。」「SDGs の切り口で営業活動をすることで、事業の社会的意義が理解

されやすくなった。」と言います。これらはまさに SDGs マッピングの効果であると言え

ます。また、事業を SDGs の目標で整理したことで、事業方針を理解した意識の高い社員

や選手が集まってくるという好循環も生まれているといいます。 

 

５．今後の SDGs への取組みの展望 

同社は中小機構が京田辺市内で運営するインキュベーション施設「D-egg(同志社大学連

携型起業家育成施設)」に入居し、これまでになかったビジネスモデルで地域貢献に取り組

んでいます。同社のような、ビジネスとして持続的に収益を得ながら社会貢献や社会問題の
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解決に取り組むベンチャー企業は、社会課題解決型ベンチャー企業(ソーシャルベンチャー)

呼ばれ、近年、注目を集めています。 

 同社は現在「地域で地域の人々を見守れる社会」を

目指し、複合型コミュニティセンターの建設を構想し

ています。その取組みとして、無償のサッカースクー

ルは学童保育のような形態での運営を目指します。子

育て家庭では、子どもが学校にいる時間の中で仕事に

就くという制約が生じており、例えば、サッカースク

ールで 19 時まで安全に子どもを預かることができる

ようになれば、学童保育を補完する効果となり、子育

て世代のお父さん、お母さん方の働き方の選択肢を増

やすことができ、地域企業にとっての人手不足対策に

もつながります。 

また、将来的には、子どもだけでなく、大人向けのスポーツスクールも開講し、働き方改

革が推奨する新たな生活の選択肢になることを目指します。 

同社は今後とも地域の人々や企業等と“共創”の精神で事業を推進し、SDGs の達成される

未来の実現に向けて取り組んでいくことでしょう。中小機構も D-egg の支援を通じこれら

の実現に貢献していきたいと思います。 

 

６．会社概要 

（１）企業名：株式会社京都山城スポーツクラブ 

（２）代表者：塚本 亮 

（３）創業年月：2020 年 11 月 

（４）資本金：0.5 百万円  

（５）従業員：6 名(登録選手 27 名) 

（６）事業概要：サッカークラブ運営、サッカースクール及びサッカー普及活動の企画・運 

営、Sports For Everyone 事業、オリジナルグッズの制作・販売など 

（７）所在地：京都府京田辺市興戸地蔵谷 1 番地 同志社大学京田辺キャンパス業成館 211 

（８）URL：https://matchamore.kyoto.jp/ 

 

構成／桑原 隆成 

（令和 4 年 3 月時点） 

 

 

  

 
㈱京都山城スポーツクラブ 

塚本 亮 代表 
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SDGs は『共通言語』！ 

～滋賀からはじめる SDGs の輪～ 

 

１．「水処理技術を柱とした環境分野への事業展開を行う」大洋産業株式会社 

 大洋産業株式会社は、プラント配管工事をはじめ、水処理装置や産業用機械の設計、開発、

製造、組み立てなどをオーダー生産型で手掛けるものづくり企業です。滋賀県彦根市にある

本社の他、大津営業所、甲良工場の 2 つの拠点があり、さらにベトナムにも拠点を持ち、現

地生産ならではのローコスト、高品質の製品供給を水処理装置中心に行っているほか、日本

企業向けのベトナム語通訳・翻訳業務をはじめ、現地委託先調査、現地視察コーディネート

等も行っています。 

 同社は中小企業大学校関西校のサテライト・ゼミ with 長浜ビジネスサポート協議会に社

員を派遣するなど人材育成にも熱心な企業です。 

 

 
 

２．SDGs との出会い～取り組み 

同社は 2019 年 9 月に SDGs 宣言をしました。「SDGs」という言葉は 2020 年頃から新

聞やテレビ等でよく見聞きするようになりましたが、中小企業でそれより前から SDGs に

ついて考え、宣言までしていた企業はそう多くはありません。どういった経緯で SDGs に

出会い、宣言するに至ったのか―3 代目代表取締役である小田柿社長にお聞きしました。 

（１） SDGs を知ったきっかけ 

水処理装置を手掛け、アジアにも事業展開している同社は、関西企業の環境・省エネビ

ジネスのアジア展開を支援するとともに、環境を軸とした関西とアジアの関係強化を図

ることを目的として設立された「関西・アジア 環境・省エネビジネス交流推進フォーラ

事例 9 

大洋産業株式会社のロゴマーク 

同社のロゴマークは滴 (しずく) が合わさっ

た形となっています。 

この「一滴」をいろいろなことと掛け合わせる

ことで発展したい、という意味をこめ「一滴

=DEW」と「掛け合わせる・未知数 (転じて”未

来”)=x」を組み合わせ、「DEW の x 乗=成長

し続ける」という思いが込められています。 
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ム (Team E-Kansai)」 の正会員でもあります。その Team E-Kansai が経済発展と環境

保全の両立を目指し省エネや環境対策を積極的に進める一環で行っている SDGs に関す

るセミナーや啓蒙活動に参加する中で、社長自身も「SDGs」に出会い、理解を深めると

ともに取り組みの必要性を強く感じたとのことです。 

 

（２）SDGs にどのように取り組むか―SDGs に関心を持つインターンシップ生の活躍 

それでは、同社はどのように SDGs への取り組みを進めていったのでしょうか。 

同社は、ほぼ毎年近隣の大学よりインターンシップ生を受け入れています。そのプロ

グラムも、単に工場の作業を手伝ってもらうのではなく、例えば、“現在の同社リソース

を使って、どんな新規事業が考えられるのか、社長や従業員へのヒアリングを通じて考

え、最終日に発表してもらう”というような実践的なテーマにしています。こうした内容

にしている理由は、インターンシップ生は将来どのような企業に就職したとしても役に

立つ経験を得ることができ、また、同社としても従業員がインターンシップ生からヒア

リングを受けることで、自社の業務や将来像について考えてみるきっかけにもつながる、

両者にメリットがあるプログラムになるよう意識しているからということです。これは

SDGs の目標４「質の高い教育をみんなに」への貢献につながっており、同社が SDGs を

意識しながら事業を行っている姿を垣間見ることができます。 

前出のように社長が SDGs への取り組みの必要性は感じているものの、なかなか時間

もなく、具体的な取り組みを検討できないと思い悩んでいたところ、2019 年にインター

ンシップで受け入れた女子学生が SDGs について興味を持っていたことから、彼女に同

社の SDGs への取り組みを考えることをプログラムのテーマとして取り組んでもらい、

まとめられたものを土台に社内で見直し、具体的な事業に落とし込んで同社の SDGs 宣

言として仕上げたそうです。 

小田柿社長がインターンシップの取り組みを学生・企業の両者にメリットがあるもの

にしようと考えていたこと、さらには SDGs に関するアンテナを高く持っていたからこ

そ、このように 2019 年という早いタイミングでの SDGs 宣言につながったと言えます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

インターンシップ生が社内発表で用いた資料 

SDGs に関する内容はもちろん、同社の魅力や中小企業

や地域で働く魅力、製造業の業務フローがインタビュー

の内容をもとにまとめられており、インターンシップ生

の学びも非常に大きかったものと推察されます。 
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３．SDGs への貢献の内容と取り組みの中で感じたこと 

 同社の SDGs への取り組みは、大きく３つに分けることができます。①自社商品に関す

るもの、②福利厚生に関するもの、③採用に関するものです。①については、同社は水処理

装置の製造を行っており、さらには海外にも展開していることから、水浄化技術を通じて開

発途上国の生産性を上げ、安心安全な水の供給に寄与しています。これらは SDGs の目標

１２「つくる責任つかう責任」および目標１「貧困をなくそう」や目標３「すべての人に健

康と福祉を」、さらには目標６「安全な水とトイレを世界中に」などにつながります。また

②について、同社は従前から社員が働きやすい環境を作ろうと働き方改革の取り組みを進

めていましたが、SDGs 宣言を行ったことで今まで以上を目指していくこととなり、健康経

営優良法人 2021 の認定に至っています。こういった点も、目標８「働きがいも経済成長も」

ならではのものと言えます。③については、日本における女性従業員の積極採用のみなら

ず、ベトナムでも現地女性の採用や生活支援・指導などを通じて、目標５「ジェンダー平等

を実現しよう」や目標１０「人や国の不平等をなくそう」へ貢献しているところです。 

 

上記の通り、数多くの SDGs の目標に取り組んでいる大洋産業ですが、SDGs について考

える際、「①から③のすべてで、既に自社で力を入れている部分について SDGs という枠

組みの中で整理しなおした」とのことです。「全く新しいことを SDGs で謳い、それを 1 か

ら取り組んでいくとなると大変な労力が必要で、社員もついてきてくれないかもしれない。

そうではなく、いま取り組んでいること、さらにブラッシュアップしていきたいことについ

て SDGs へ貢献している取り組みを見つけ、SDGs 宣言を行うことにしたからこそ実行も

できた。どこの企業でも何かしら SDGs に取り組んでいるはずであり、まずは自社が取り

組んでいることをまとめ、それを宣言することから始めればいいのではないか。」と小田柿

社長は言います。 

 

    
 

４．SDGs への取り組みをしたことのメリット 

現時点で SDGs を取り組んでいることによる経営上の直接的なメリット―例えば新たな

取引等につながったというようなことはないとのことですが、社内に目を向けてみると、大

きな利点があったといいます。それは、将来企業として目指していく姿、ビジョンを従業員

に示す際、SDGs の１７の目標や１６９のターゲットと照らし合わせることで、非常に明快

SDGs ボードゲーム 

滋賀県版の SDGs ボードゲームに取り

上げられています。県内の高校や会社の

研修会で活用されているとのことです。 
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になる、理解させやすくなる、ということです。その理由として SDGs は世界共通の普遍

的な目標・価値観で、いわば「共通言語である」ということを挙げられています。 

自社の経営理念やビジョンを従業員に浸透させるこ

とに苦労する中小企業が多い中、このメリットは非常に

大きいのではないでしょうか。 

 小田柿社長はまた、SDGs の目標１７「パートナーシ

ップで目標を達成しよう」とある通り、少しでも多くの

人に SDGs について知ってもらい、取り組んでもらうき

っかけを作っていく活動を今後も続けていくとお話しさ 

れており、当機構も応援していきたいと思います。 

 

     

    

５．会社概要 

（１）企業名：大洋産業株式会社 

（２）代表者：小田柿 喜暢 

（３）創業年月：1951 年 2 月 

（４）事業概要：配管工事、鋼構造物工事業、検査機器・搬送機器などの部品加工・ 

組み立て・据付や調整などのサービス、膜ろ過などによる水処理装置 

（５）資本金：2.5 百万円 

（６）従業員数：37 名 (2021 年 12 月末時点) 

（７）所在地：滋賀県彦根市芹川町 528 

（８）URL：https://www.taiyosangyo.co.jp 

 

構成／荒井 雄仁 

（令和 4 年 3 月時点） 

  

同社で設計・開発を行う水処理装置 

大洋産業㈱ 小田柿 喜暢 社長 

 

OJT を通じベトナム人に技術を伝えている 
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自社の「強み」の磨き上げから見えてくる SDGs 

～地方都市の小さな印刷会社の取り組み～ 

 

１．生き残りへ変革に取り組む「土井印刷」 

有限会社土井印刷は、昭和 53 年（1978 年）に父

である先代が和歌山県和歌山市に創業した印刷会

社で、40 周年にあたる平成 30 年（2018 年）７月

に現社長である息子の土井俊典氏が 2 代目代表取

締役として就任し、その際、当機構の事業承継の相

談を受けられました。 

従来は地元に密着した事業を行っていましたが、

経営を引き継いだ土井社長は、持ち前の営業力を活

かし、商圏を積極的に拡大し、今では大阪市を中心

とした京阪神～東海地方へと都市圏でも多くの顧

客を獲得するなど、事業を成長させています。 

その陰には、多くの取引先からの信頼を得て、企

業としての経営基盤を固めるために先代の時代か

ら取り組んでいるさまざまな企業認証制度や個人認

証制度等（＊）の取得の活動、コロナ禍では当たり前になりましたが、県内業界内でいち早

くキャッシュレス（JPQR）を導入するなど絶え間ない経営努力があります。 

そんな土井社長ですが、積極的に自社の SDGs の取組を発信されるなど、SDGs 経営を実

践し、さらに周囲に広める存在でもあります。 

 

 

（＊）日本印刷個人情報保護体制認定制度（JPPS）、環境推進向上登録、MUD（Media Universal 

Design）資格、1 級プリプレス技能士、和歌山県経営革新計画認定、事業継続力強化計画認定、

JPQR（総務省では経済産業省とも連携して、一般社団法人キャッシュレス推進協議会が策定

した決済用統一 QR コード）など多数 

 

事例 10 

㈲土井印刷 土井 俊典 社長 
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２．2025 年「大阪・関西万博」開催を前にして 

2025 年に大阪府の夢洲を会場として日本国際博覧会（通称「大阪・関西万博」）が開催

されますが、今回の万博は「いのち輝く未来社会のデザイン」がテーマで掲げられ、特に「持

続可能な開発目標」、すなわち SDGs が達成された社会を目指すということが大きな開催

目標となっています。 

そういった背景もあり、関西地域ではあらゆるメディアを通じて、「SDGs とは何か」、

「なぜ SDGs を達成しなければならないのか」というような観点でさまざまな特集が組ま

れたりしており、こういった報道を多く目にする中で、土井社長は中小企業が SDGs に取

り組む必要性を自然と認識し始めました。と、同時に大手企業が先行して SDGs に取り組

んでいる中で、その取引先である中小企業も一体的に取り組まなければ、大手企業からの取

り引きを失うだけでなく、消費者も徐々に去っていき、最終的に市場から脱落してしまうの

ではないかというような危機感を感じたそうです。 

以下、土井印刷の SDGs 経営の取り組みを記載しますが、SDGs への取り組みを掲げるた

めに何か新しいことを始めるのではなく、既存の経営の取り組みの中から SDGs に該当す

るものをまずは抽出し、それを強化してくことがポイントだったと土井社長は振り返って

います。 

 

３．土井印刷の SDGs 経営 

現在、「身近な活動の中で実践し SDGs への取り組みを発信する」という目標を掲げ、さ

まざまな SDGs への貢献活動に取り組んでいる同社ですが、代表的なものとして次の 3 つ

が挙げられます。 

（１）新型コロナウイルスを中心とした感染症対策での取り組み 

新型コロナウイルス感染症による世界的なパンデミックからなかなか抜け出せない現

在ですが、それぞれの地域やコミュニティ内での継続的な感染対策の重要性が叫ばれて

います。 

同社は、従業員やさまざまなステークホルダーとの距離が近いという中小企業ならで

はの強みを活かし、感染防止対策に貢献しています。例えば、身近な感染対策としてスト

ックしていたマスクや消毒液を従業員や取引先、関連事業者の方々へいち早く配布した

り、希望する従業員に会社負担でインフルエンザ予防接種が受けられる制度を設けてい

ます。 

新型コロナウイルス感染症の世界的蔓延により、人々の健康を脅かすこの緊急事態は、

国の貧富に関係なく、多くの人が貧困に追い込まれている、という主旨の警鐘とともに

その対応が呼びかけられていますが、同社のような地域に根差す中小企業が率先して感

染防止対策を実施、波及させていくことは非常に重要であるといえます。これらの取り

組みはもちろん SDGs の目標３「すべての人に健康と福祉を」へ貢献する取り組みです。 
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（２）印刷業本業での取り組み 

印刷業界は大量の紙の使用やインキの処理による廃水や資源問題など、環境負荷が大

きいことが一般消費者の目から見てわかりやすく、世間の厳しい目にさらされやすい業

界の一つです。また、昨今、IT 化や DX などが加速度的に進行し、「印刷しない」ことが

主流になりつつある中で、現存する印刷事業者が、今後も全て同様に生き残っていける

とは言い難い状況にあります。 

そういった大きなトレンドの中で、今後残っていく「印刷業」とは、従来からの「安価

大量印刷、大量廃棄」の流れから脱却し、印刷物を製造する者としての環境意識や価値観

を体現するものになると考えられます。逆説的には、そういった価値観にビジネスとし

て応えることができる者でなければ今後生き残ることが難しいともいえます。 

同社は、印刷に使うインキはもちろん、例えば紙についても再生紙や FSC(森林認証制

度)、バナナの繊維を活用して作られる「バナナペーパー」、石灰石を原料とする「ストー

ンペーパー」など、印刷を依頼する者が自身の環境意識や価値観によって原料や印刷方

法などを選ぶことができるような選択肢を広げる工夫をしています。 

こういった新しい原料は、従来のインキ

や紙と比較して価格が高く、ニーズも多い

わけではなく、利益の面でみると比較でき

るものではありません。しかし、印刷事業

者として生き残っていくためには、今後ま

すます重要になる「価格」以外の価値観―

つまり目先の利益を追求する経営でなく、

環境への配慮など全体最適を目指す経営の

考えを受け入れ、事業として対応できるよ

う準備していくことが必要であると土井社

長は考えており、今の段階から積極的に事

業の中で取り入れています。 

これらの取り組みは SDGs の目標６「安

全な水とトイレを世界中に」、目標１２「つ

くる責任つかう責任」、目標１３「気候変動

に具体的な対策を」、目標１４「海の豊かさを守ろう」、目標１５「陸の豊かさも守ろう」、

そして取引先との連携で達成する目標１７「パートナーシップで目標を達成しよう」な

ど多くの SDGs ゴールに貢献するものです。 

 

 

 

 

 

SDGs の周知商材封筒は 

バナナペーパー紙ファイルで脱プラ 
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（３）業界の常識を打ち破る～廃材を有効活用する取り組み～ 

また、土井社長は、さまざまな業界の方と関

係を構築するなかで、従来はなにも疑問に思わ

なかったことについても、考えが変わることが

あったそうです。例えば、印刷物を製造する際

に用紙の仕入は、必要な枚数よりも多く仕入れ

た方が安くなるため、必要ない分量まで仕入れ

てしまうことや、用紙の端部に傷みがあるもの

は納品物にならないため廃棄すること、変形

形状（例えば JIS 規格以外）の印刷を行う際は、

その形状に必要のない部分は裁断後廃棄する

ことなどです。これらはいずれも、印刷に携わる者にとっては極めて当たり前のことで、

かつ印刷品質を保持するためにはある程度避けられない部分ですが、土井社長はそれを

是と受け入れることを改め、どうにかして現状を変えようと色々取り組んでいます。 

具体的には、業務上発生した様々な廃材を集約し、できる限り再加工、再裁断を行うこ

とで別用途に活用できるような紙にすること、そして「D-base」という土井社長が現在

開発を進めている廃材専門サイトにそれらを掲載して安価で販売すること、また、近隣

の保育園幼稚園等の初等教育施設に廃棄予定の用紙などを無料で配布し、絵を描く・ハ

サミで切るなどの知育教育に活用してもらうことなどです。これらは「廃材を廃材のま

ま終わらせず、手を加えて活用する」という取り組みで、初等教育施設への用紙提供は、

先生やコロナ禍で、おうち時間をどう過ごすのか？という保護者や子どもたちから大変

喜ばれたことで大きな手ごたえを感じているそうです。 

廃材専門サイト「D-base」サイトは、2022 年前半に正式に立ち上げて、まずは同社で

取り組みを進め、その後賛同する同業者とのネットワークを広げていく予定で、土井社

長はこのプロジェクトを「印刷会社のオヤジが本気で考えた SDGs」と名付け業界全体の

課題について文字どおり本気で取り組む姿勢を明らかにしています。 

廃材や残紙からできた知育商材 

傷んだ端を裁断して再利用 

コロナ禍で保育園に配布した用紙 
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これらは前掲の SDGs の目標１２、１３、１５、１７に加え、幼児教育への活用に関

しては目標４「質の高い教育をみんなに」に貢献する取り組みです。 

 

４．従業員や社外から理解されるための情報発信 

SDGs の取り組みは一過性のものではなく、また経営者一人で実施するものでもありませ

ん。事業の中で SDGs に該当する部分を実践しているのは多くの場合社員たちであり、具

体的にどの部分が SDGs に該当する部分であるかというような点を一つ一つ確認しあうな

ど、足並みをそろえて着実に進めることが肝要です。また、具体的な取り組みがないままに

対外的なアピールをしてしまうと思わぬところからの批判―「SDGs ウォッシュ」を受ける

ことにもなりかねず、逆に企業の評判を落としてしまうことにも繋がります。 

土井社長はこういった留意点について十分に理解しており、社員にもそれをわかっても

らおうと SDGs への同社の取組を紹介するパンフレットを作成して、社内外に情報発信す

るなど、周囲の理解を得るための努力も行っています。 

これまで社員と一緒になって作業工程中の排水・廃液の適切な処理や節水を徹底し、製造

工程の電力の省力化にも注力してきたこともあり、社員の SDGs への理解は早かったとい

います。 

 

 

５．土井印刷の SDGs の取り組みから見えてくること 

紹介してきたように同社のいずれの取り組みも SDGs を表明するために新たに作り出し

たものではありません。むしろ、会社の強みの強化や、地域社会との関係深化の過程の中で

生まれていった目に見えない経営資源を SDGs として抽出したに過ぎないと土井社長は語

っています。 

現在、大阪・関西万博に関連した普及活動等の活発化などで近畿圏内でも SDGs を経営

に取り入れる経営者が増えたことにより、SDGs はすべての企業が取り組むべき課題である

工場廃棄物からの再利用 
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という共通認識が中小企業の間でも少しずつ広まっていますが、まだまだ多くの中小企業

は、日常の取り組みの中にすでにある SDGs に該当する素地を具体的に掘り起こしたり、

“SDGs”という世界的な枠組みへの当てはめができていない状況であると考えられます。 

  土井社長のように SDGs を経営に取り込むことの重要性に気づく経営者を増やし、より

多くの日本の中小企業が地球市民として世界基準の枠組みの中で活躍していけるよう、当

機構は同社の取り組みを応援しつつ、支援機関として SDGs に資する支援や普及活動をと

もに展開していきたいと思います。 

 

４．会社概要 

（１）企業名：有限会社土井印刷 

（２）代表者：土井 俊典 

（３）創業年月：1978 年 5 月 

（４）資本金：3 百万円 

（５）従業員数：6名（パート含む） 

（６）事業概要：各種印刷事業 

（７）所在地：和歌山県和歌山市西浜 768-9 

（８）URL：https://www.dips-doi.com/ 

 

構成／木村 貴之 

（令和 4 年 3 月時点） 

 

 

69

https://www.dips-doi.com/


                 

飽くなき京丹後の挑戦者 

～ひとりひとりに向き合った関係性づくり～ 

 

１．技術力を磨き続けること 

株式会社積進は、京都府の北部―丹後半島に位置する各種産業用装置の設計・製作・組立、

精密部品加工を事業の二本柱とした「ものづくり」企業です。 

昭和 40 年の創業以来、加工技術の開発、生産設備の拡充、合理化の推進等に積極的に取

り組み、顧客のニーズにひとつひとつ丁寧に応えていく中で高い技術力に磨きをかけてき

ました。 

産業用装置は、設計から加工、組立そして現地でのセットアップまで一気通貫で対応でき

るのが特徴で、精密機械部品については、航空・宇宙、医療や半導体等の高度な仕上りを求

められる分野の加工技術を持っており、付加価値の高い部品を供給しています。 

 

同社の田中社長が経営指標で大切にしていることとして、「新規顧客がどれだけ増えてい

るか」という視点があります。営業部門は既存の顧客で売り上げを伸ばすより、常に新規顧

客を開拓することを心掛け、これまでにない要望、難度の高い相談を受けてきて、技術部門

がそれらに挑戦し続けることで、ものづくり企業としての技術力を高め、幅広くかつ高度な

分野への対応力を培っていけると考えているからです。それは相談があった時点で、見積り

事例 11 

同社社屋 
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を出すだけではなく、チャレンジすべきと判断し

た場合は受注前であっても試作する姿勢にも表

れています。 

大学の研究室からの開発依頼に取り組むこと

も、そのひとつです。大学から依頼される案件は

ニッチな分野に属するものであり、それ自体が多

くの受注になるわけではありませんが、先端科学

の一助となること、また社内の技術力向上に寄与

すること― 商売の規模としては決して大きく

ないかもしれませんが、それらが積み重なってい

くことが大切であると田中社長は言います。中小

機構が京都市上京区に設置するインキュベーシ

ョン施設「クリエイション・コア京都御車」にも

大学ニーズによる理化学機器の研究開発製造に

対応する目的で入居しています。 

これらの同社の姿勢は、SDGs の観点で見ると、目標９「産業と技術革新の基盤をつくろ

う」につながる取り組みです。 

 

２．製造現場での女性の積極的活用 

 高度な技術力を持つものづくり企業でありながら、多くの女性社員が活躍し、人材定着率

も高い同社。しかしそこに至るまでの道のりは、決して簡単なものではありませんでした。 

今から約 10 年前、同社は一般的なものづくり企業と同じく男性中心の会社でした。採用

してもなかなか会社に残らない高校卒、そもそも応募がない大学卒という現状を前に、何か

打開策を打たなければ。そうして始まったのが女性社員の採用でした。 

 同社の機械加工部門の業務は大きく①加工技術 ②機械操作（オペレーション） ③事務

処理 に分かれます。特に着目したのは②と③。②機械操作（オペレーション）は慎重さと

丁寧さ、それに確実性が求められ、③事務処理は文字通りデスクワークが必須です。これら

は男性よりむしろ女性が長けていて、適任ではないかと田中社長は考えました。 

当時は、加工・製作等を学んだ工業高校卒の男性社員が②機械操作（オペレーション）や

③事務処理も当然のように行っていました。あまり得意でないことを行い、時間がかかって

残業になってしまうという問題も抱えていましたが、この業務に女性社員を登用したこと

で雇用だけでなく徐々に残業問題も改善されていく副次効果を生みました。 

 さらにこの取り組みの裏には、女性を戦力として育成し、のびのびと働けるような緻密な

仕組みづくりがありました。それが「選べる働き方」と「きめ細やかな教育制度」です。 

同社の雇用形態は、「パート社員」「準社員」「正社員」と分かれており、それぞれ労働

時間や求められる業務内容が異なり、例えば子育てに忙しい時はパート社員で、落ち着いた

ら準社員へというようにライフスタイルに応じて柔軟に働くことが可能です。その際には
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習熟度別に細かく分かれているマニュアルに沿って求められている業務・技術を学び、スキ

ルアップをしていくことができます。このマニュアルも、受講した社員がどんどんわかりや

すく改訂することを積み重ね、文字の大きさ、色の使い方までこだわりぬいた『分からない

人が見ても分かるマニュアル』を目指した大変質の高い教育ツールとなっていて、実際、こ

れで業務・技術を習熟でき、雇用形態をステップアップできなかった社員はいないとのこと

です。 

はじめは、女性が製造現場に配置されてくる

ことに懐疑的な目を向けていた社員も、逆に女

性に適性がある作業工程があることを理解し

ただけでなく、適材適所、社内様々な部署で女

性が働くことで、職場全体の雰囲気も柔らかく

なったそうです。 

これらの女性を積極的に活用する取り組み

は、SDGs の目標５「ジェンダー平等を実現し

よう」に該当することはもちろん、わかりやすいマニュアル等の整備は目標４「質の高い教

育をみんなに」、そして個人のライフスタイルに応じた雇用形態を選択できる柔軟な人事制

度は目標８「働きがいも経済成長も」に寄与するすばらしい取り組みです。 

そしてこの取り組みは、京丹後地域と同様の全国に点在する多くの人口減少に悩む地域

のものづくり企業にとって、労働者不足問題を解決し、社員の育成を図りながら、企業成長

を持続的に成すという先進的なモデルケースであると言えます。 

 

３．京丹後地域を牽引する存在 

同社の取り組みは、社内に留まりません。京丹後地域の U ターン率を高めたいという思

いを胸に、5 年ほど前から小中学生に向けた出前授業を実施しています。小中学生によって

授業内容は異なりますが、一例をあげると昔と今との CD ジャケットを拡大して比較して

「ドット」の大きさを比べてみる等。小学生がおそらく通常触れる単位は「ミリ」が最小で

すが、実は気が付かないだけでもっと細かい世界があること。そしてこういう細かい世界へ

の対応が飛行機の製造等には重要であることを伝えるととても興味を持つそうです。自分

の故郷にそういう航空機等に使用される高度な部品、製品を作っている企業があるのだと

いうことを知っておいてもらうことが将来の進路選択の場面で、U ターンを選択肢に入れ

てくれるのでは、と考えています。このように将来を見据えつつ、地域の子供たちがまだき

っと知らないわくわくする世界、『ものづくり』について知ってほしいという願いを持って

日々活動をされています。これらは SDGs の目標４「質の高い教育をみんなに」の他、自治

体と連携して U ターン対策に取り組む活動は目標１１「住み続けられるまちづくりを」、

目標１７「パートナーシップで目標を達成しよう」に該当する取り組みです。 
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４．今後の SDGs 経営の展望～これからも『ものづくり』にとことんこだわり続けて～ 

「私自身はものづくりには興味がないのです。」本事例の取材で様々にきめ細やかな会社

の取り組みを語っていただいた田中社長の意外な言葉。「私自身は興味がないのですが、も

のづくりに熱い情熱を持っている人たちが、生き生きと働く姿を見るのがとても好きです。」

「なので、そのための環境づくりをしたい、そういう人たちの力になりたいと日々思ってい

ます。」 

 

これまで紹介してきた、新規顧客ニーズや先端的

な研究現場からの依頼への積極的な対応、女性活用

を中心とする働きやすい職場づくり、そして将来の

地域振興を見据えた子供たちへの教育。 

それらは SDGs を意識して取り組んできたもので

はなく、田中社長の『こだわったものづくりをしたい

人たちのために』という信念、それを実現するために

は何をするべきかという思索、そしてひたむきで継

続的な挑戦が一つの大きな幹となり、取り組まれた

ことです。それが結果としてサスティナブルの実践

―同社、そして地域の未来を育んでいる SDGs への

取り組みそのものであり、今後も同社は「ものづくり」

を通して、SDGs に貢献していくことでしょう。 

 

５．会社概要 

（１）企業名：株式会社積進 

（２）代表者：田中 安隆  

（３）創業年月：1965 年 1 月 

（４）資本金：48 百万円 

（５）従業員数：90 名 

（６）事業概要：精密機械金属部品製造・加工 

（７）所在地：京都府京丹後市峰山町長岡 1750-1   

（８）URL：https://www.sekishin.co.jp/ 

 

構成／高瀬 早紀 

（令和 4 年 3 月時点） 

 

  

㈱積進 田中社長 
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WE are YOUR FACTORY. 「あなたの工場と思って下さい。」 

～お客様の笑顔のためのものづくりを目指して～ 

 

１．世界中の日本車の補修市場とつながる日本精機株式会社 

日本精機株式会社は 1949 年創業時より、大阪市生野区で自動車部品の一つ、エンジンバ

ルブを製造しています。様々な車種のエンジンバルブを製造してきたことで多品種・小ロッ

トで生産できる強みを持つようになり、戦後日本車が世界中で走るようになると、世界の補

修市場向けにバルブを生産するようになり、現在では取引先のほとんどが海外のお客様で

す。それもアジアや中近東、アフリカや中南米といった開発途上国が多いのが特徴です。 

こうした開発途上国では公共交通機関が整っていないため、日本以上に自動車が生活の

足となる生活必需品です。しかも市場の中心は中古車であるため、どれだけ長く安く乗れる

かが重視され、その点で日本車は抜群に性能がいいため、2､30 年前の車両でもエンジンバ

ルブを入れ替えて使いたいという受注があることから、これらの国々の自動車保守部品市

場に向けて、数十年ビジネスを行ってきました。 

このように 1 台の自動車をいい状態で長く使い続

けられることに寄与する、品質が良く安価なエンジ

ンバルブを提供することは、SDGs の目標１２「つく

る責任つかう責任」に貢献しているだけでなく、現地

の方の生活水準の向上につながり、目標１「貧困をな

くそう」にも貢献していることになります。 

近年は先進国を中心にカーボンニュートラルが叫

ばれ、ガソリン車から電気自動車への生産に切り替

える流れが各自動車会社に出てきました。この行為も確かに SDGs の目標１３「気候変動

に具体的な対策を」に貢献するものですが、今、ガソリン車向けの自動車部品の製造が止ま

ってしまうと、こうした公共交通機関の整っていない地域の人々は生活の足を失ってしま

うことになります。 

地球温暖化問題や化石燃料等の資源にも限りがあることを考えれば、電気自動車の普及

は必要ですが、様々な地域の多様な人々の生活を考えるとガソリン車も依然必要性があり、

そのため効率的に燃料を燃焼させ、排ガスをできるだけ出さない良質なエンジンバルブを

事例 12 

同社が製造したエンジンバルブ 
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安価に提供していくことも SDGs への貢献であり、同社はそのような責任感を持ってエン

ジンバルブの製造を行っています。 

 

 また、エンジンバルブは精密部品であるため不良品が一定数出るそうですが、髙橋社長は

2014 年から大阪大学の教養課程「端財アップサイクル講座」に参加し、学生と一緒に不良

品となったエンジンバルブを利活用したシャンパングラスとチェスを開発し販売していま

す。これらはクラシックカーの愛好家等に引き合いがあるそうです。ここにも同社の限りあ

る資源を無駄にしたくないという社風が表れています。 

 

 

 

２．海外の顧客の生活・文化に思いを馳せる経営 

同社と長年付き合いがある取引先としてシリアがあります。シリアは長引く紛争で難民

問題が起こっており、多くの子どもたちが犠牲を強いられています。欧米などの国の人々の

生活は日本人の関心が高いため、日本にいてもインターネットやテレビ番組を通じて見聞

きして知る機会があります。一方で、シリアが取り上げられることは少なく、コロナ禍で海

外との行き来がなくなり、これまでのような繋がりが途絶えてしまった今、さらにシリアの

人々の生活の実態を知ることは難しくなりました。 

こうしたことから髙橋社長は 2020 年からシリアの教育支援を行う国際ボランティアへ

の募金を始めました。募金をした人には、シリアの学校の先生、現地の日本人の代表者とオ

ンラインで話ができる機会を設けられており、社員の方にも参加してもらいました。これは

現地の生活を感じてほしいという思い、日本で感じることが難しい「世界の平和があってこ

そビジネスが成り立っていること」、そして、「エンジンバルブの取引先であるお客様にも

家族がいて、子どもがいて、生活があるんだ」ということを社員に教えるとともに、世界と

繋がっている意識を持たせたいと考えてのことです。 

この本業と関係が薄い募金への取り組みは、目標４「質の高い教育をみんなに」、目標１

６「平和と公正をすべての人に」などへの貢献を通して、社員の方の働く意欲やものづくり

の責任感を増すことにつながり目標８「働きがいも経済成長も」、目標１２「つくる責任つ

かう責任」につながる活動になっています。 

エンジンバルブを利活用したシャンパングラス エンジンバルブを利活用したチェス 
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また、同社の海外の取引先は部品輸入商で、事業の特性上ファミリービジネスが多くなっ

ています。商取引に関する法整備が進んでいない国では、支払いにおいても、請求期日まで

に払うという日本の常識が通用せず、代金が支払い期限までに払われないことが多くある

と言います。会社経営に関わるくらい信頼できる人は家族だけという考え方もあり、親しく

なって信頼をしてもらって初めて取引が成立するという特質も理解し、信頼関係の構築に

は力を入れているといいます。 

海外出張先で講演される際には着物を着たり、海外から取引先が来訪する際には、遠路は

るばる来訪してくれたお礼の気持ちを込めて現地の言葉で歓迎の垂れ幕を作り、国旗を飾

って社員一同で迎えたりしてきました。 

こうした相手を尊重し、対等の商取引関係を構築しようとする姿勢は目標１７「パートナ

ーシップで目標を達成しよう」に貢献する取り組みです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．よりよい仕事をするための社内の取り組み 

日本の自動車が外国車と比べて何十年も使い続けられるのは、「これまでの日本では日本

製の品質の良さを世界に認めてもらえれば製品が売れ、結果として自分たちの生活もよく

なるので、そのためにいい仕事をしようという気持ちがものづくりの現場にあったから」と

髙橋社長は考えており、そのようなやりがいを感じる職場環境づくりに腐心しています。 

その 1 つに、同社では完全週休二日制実現という目標を立てて、全員参加型で社員にデ

ィスカッションをしてもらって、業務の見直しを行いました。そうして週休二日を実施でき

る業務体制を構築すると、個々人の業務効率が上がり、自分の業務以外の進捗にも気を配れ

るようになったとのことです。 

中小企業の現場では人手不足が深刻な問題になっていますが、同時に長時間労働をなく

し、年次有給休暇等の休みを取りやすくするよう働き方改革も求められています。 

労働環境を整えてから生産性を上げるのは理想ですが、中小企業ではなかなか難しいと

ころも多いと思います。その際に、同社のように、生産性を上げた結果おのずと労働環境が

整っていくというような目標設定の仕方を考えることも効果を上げる一つだと髙橋社長は

言います。  

これは目標８「働きがいも経済成長も」、目標３「すべての人に健康と福祉を」に貢献す

る取り組みと言えます。 
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４．今後の展望 

同社は、女性が経営する企業を認証し多国籍企業から発注を受けられるようにして成長

を促す米国の非営利団体「ウィコネクトインターナショナル」から 2021 年に認証を受けま

した。同団体にて海外の女性経営者と話をする中で、自然と男女比率が半々になるようにし

なければならないという考え方を聞いて髙橋社長ははっとしたそうです。 

日本ではそもそも女性経営者が少ないため、経営者が集まる委員会や理事会に出席して

いる女性が一人でも当然のように思われていたり、優秀な女性経営者に対して、「男顔負け」

「男に引けを取らない」といった紹介が褒め言葉としてされたりすることもあり、髙橋社長

自身もこうした価値観の中で、自分が男性にいかに受け入れられるかという目線であった

ことに気づいた、ということでした。 

社長になってから銀行の女性経営者の集まりに行った際、担当者に「夫がいるのに妻が経

営者になる」ということを驚かれたこともありました。日本では、女性が経営者に進んでな

ることは少なく、夫が病気などで仕方なく就任するケースが多かったからですが、現在にお

いても事業承継の対象として娘が積極的に選ばれない風潮はあります。 

スイスの非営利財団「世界経済フォーラム」が公表した 2021 年のジェンダー・ギャップ

指数（GGI）で日本は 156 か国中 120 位となりました。夫婦間や息子と娘など対等なはず

の関係が、経営や社会的地位においては男性が上位に立つという日本の社会通念を男性だ

けでなく、女性も当たり前だと感じて不満を持っていない、そ

して不満を持っても社会に対して発信する力がないことが問題

ではないかと髙橋社長は考えられ、先の「ウィコネクトインタ

ーナショナル」の認証を受けたり、海外の経営者と話をしたり、

女性経営者同士で集まって話をしたりする場に参加すること

で、まずは気づくこと、そして、女性自身が強い発信力を持つ

必要があるとして、女性活躍の推進に向けた目標５「ジェンダ

ー平等を実現しよう」に貢献する活動を積極的に行い、同社だ

けでなく社会全体への貢献も果たしていきたいと取り組んでお

られます。 

中小機構では、中小企業経営者として地域で顕著な事業活動を展開している方に、中小機

構の支援策を他の企業経営者にも広めて頂くなど、ともに中小企業を応援するための枠組

み「中小企業応援士」制度を創設し、令和 3 年度に髙橋社長に委嘱させて頂きました。私ど

も中小機構の職員も勉強会に参加させてもらい、ジェンダー平等の社会実現にともに取り

組んでいきたいと思っています。 

  

 

 
日本精機㈱ 髙橋社長 
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５．会社概要 

（１）企業名：日本精機株式会社 

（２）代表者：髙橋 祐子 

（３）創業年月：1950 年 7 月 

（４）資本金：11 百万円 

（５）従業員数：46 名 

（６）事業概要：エンジンバルブの製造 

（７）所在地：大阪府大阪市生野区中川 5-13-5 

（８）URL：https://www.enginevalve.co.jp/japanese/ 

 

構成／小野坂 知子 

 （令和 4 年 3 月時点） 
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老舗鍛造メーカーの人を大切にする経営 

～近江商人の精神で見せる SDGs 経営～ 

 

１．シャフト鍛造日本一を目指すミヤジマの強み 

㈱ミヤジマは 1929 年創業の、各種シャフト形状部品の熱間据え込み(アプセット)鍛造を

行う鍛造メーカーです。アプセット鍛造とは、軸方向に加圧して高さを減少させると同時に

断面を増大させる成形方法で、シャフトのアプセット鍛造に特化し、各種設備を取りそろえ

ることで、生産率向上、低コスト、短納期を実現し、材料調達から、鍛造、各種熱処理、機

械加工を一貫して行うことができ、同社のシャフトは、建設機械や工作機械、農業機械、各

種バルブ、自動車、鉄道車両などさまざまな業界に納められています。 

 

 

創業当初は彦根の地場産業であるバルブの弁棒の鍛造を専門に行っていました。しかし、

多くがインフラ設備の部品で公共事業が減って需要が先細りしていくなか、現４代目社長

宮嶋俊介氏の兄で現会長の宮嶋誠一郎氏が 3 代目社長だった時代に、業界には特化せず、

応用の利くシャフトの鍛造という分野に特化した業態に転換し、幅広く取引先を開拓し、現

在では年間約 200 社との取引を行っている他、2015 年には小物量産品のシャフト鍛造を得

意とする東名鍛工株式会社（所在地：静岡県静岡市）の事業を承継し、生産能力の強化を図

っています。これにより、BCP の観点からも、生産拠点を 2 拠点にすることで万が一の事

態にも生産・供給を止めることなく対応できるような体制が整備されています。 

これらは全て SDGs が提唱される以前から取り組まれてきたことですが、事業の持続性

を高めるために取り組んできた SDGs の取り組みそのものです。通常は、まず専用の金型

事例 13 

同社が鍛造したシャフト 鍛造の様子 
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を作り鍛造製品を作るところを、標準金型の組合せにより金型レスを図る「ミヤジマ式弁棒

鍛造方式」という特許技術を基にした鍛造方法の開発により、1 個からの多品種少量生産に

も対応可能としている他、削り出し加工に比べ素材を無駄にせず、また、標準金型による金

型レスなどは、専用金型を製作する必要がなく短納期で納品ができるため、効率的な金属資

源の活用やエネルギーの節約に結びついています。これらの取り組みは持続可能な生産消

費形態を確保する SDGs の目標１２「つくる責任つかう責任」はもちろん、エネルギー効

率の改善の点で目標７「エネルギーをみんなにそしてクリーンに」に大きく貢献していると

いえます。 

 

同社と中小機構の関わりは、リーマンショックで売上げが大幅に減少した際に、当機構の

専門家継続派遣事業を利用し、ターゲット顧客の洗いだしや PR 資料の整備、ＤＭでのアプ

ローチなどの経営改善策に取り組んだことですが、現在、同社会長の宮嶋誠一郎氏には当機

構が委嘱する「中小企業応援士」として、さまざまな課題を抱える中小・小規模事業者を各

地で地域支援機関とともに支援・応援していただく活動にもご協力いただいています。 

 

２．人材への投資と「ミヤジマ ism」 

同社は品質管理にも力を入れており、この品質管理の取り組みは、1995 年に大手建設機

械メーカーの仕事での重大クレームがきっかけで始めました。当時、長年の慣例や職人の勘

に任せていたものを、品質管理の専門家のアドバイスを受け、品質管理体制の抜本的な見直

しを行い、1998 年に近畿の 100 名以下の鍛造中小企業として初めて ISO を取得しました。

（当時 ISO9002、現在の ISO9001-2015）完全カスタマイズの社内生産管理システムは、IT

の力で人為的ミスを防ぐ工夫が凝らされ、簡単な操作で扱うことができ、多品種少量生産に

も対応した品質の標準化や、いつ、どこで、だれが製造したのかのトレーサビリティ管理を

徹底しています。 

こうした品質管理体制を構築するためにも、同社は、教育や福利厚生などの人材への投資

を惜しみません。 

教育については、各階層別に必要なスキルをマップ化し、OJT や OFF-JT を活用する他、

会社の指定する資格は、外部研修費も受験費用も合格するまでは全額会社負担、自身のスキ

ルアップのための能力・資格取得については、初回の研修受講料、受験料費用を会社で負担

するなど、細かく棚卸され体系化された教育訓練体制を構築しています。これにより、国家

資格である「技能検定」については、「特級」「一級」「二級」の資格取得延べ数は 50 を

超え、様々な資格をもった技能士を育成しています。 

福利厚生に関しては、半年ごとに 3 日間の有給休暇を取得する「リフレッシュ休暇」があ

り、各部署で半期の計画を立て、工場のラインを止めずに対象者が必ず取得できるよう工夫

するなど、実効的な取り組みとなっています。 

他にも毎月、誕生日の従業員を集めて誕生日会を開き、併せて「親孝行手当」を支給する

などのユニークな制度もあります。これは、自分の誕生日を祝ってもらうと同時に、親への
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感謝の気持ちを忘れないようにとの考えから始められたものですが、同社の従業員だけで

なく、その家族も含めて責任をもつという考え方がこうした取り組みによく表れています。 

また、月に決めた目標に対し、達成すれば金一封を渡す「努力賞」等、利益をしっかりと

従業員にも還元する経営を行っています。 

このような社員の満足度向上につながる取り組みにより、人手不足が課題となりやすい

中小企業で、かつ、３K（きつい・汚い・危険）のイメージのある鍛造メーカーにもかかわ

らず、同社は人材の獲得や定着につながっており、従業員の平均年齢は 36 歳と若い力が活

躍しています。 

 

 そしてこの同社の企業哲学をまとめたものが「ミヤジマ ism」で

す。「第１章 経営のこころ」から「第 9 章 人生を楽しむ」までの全

9 章 126 項目からなるこの手帳を全従業員に配っています。 

この「ミヤジマ ism」は前社長の時代に制作委員会を立ち上げ、当

時常務であった宮嶋社長が委員長となり、社内から委員を募り議論

しながら制作したものです。経営陣からの押し付けではなく、ボトム

アップでの意見を募集し作成したことで、従業員の共感を得やすく、

また、朝礼などのたびに、この「ミヤジマ ism」を一項目ずつ読み共

有することで、社内に広く浸透しています。 

この「ミヤジマ ism」は、同社の全社員が同じ方向を向くための、行動や価値判断のブレ

ない軸となっています。 

こうした取り組みは、技術的・職業的スキルの習得だけでなく、「心の偏差値」を上げ、

働きがいのある仕事につながっており、SDGs の目標４「質の高い教育をみんなに」や、目

標８「働きがいも経済成長も」に貢献しているといえます。 

 

３．環境と経営の両立への取り組み 

同社はまた、環境省が定めた環境経営システ

ム「エコアクション 21」の認証を取得しており、

環境に対して従業員にも意識してもらえるよう

に取り組んでいます。環境への負荷を下げるた

め作業を効率化するなど本業に直結する取り組

みもありますが、事業継続の上では、法令順守は

もちろん、環境や周辺住民への配慮も必要とな

ります。産業廃棄物の適切な処理や、同社では油圧装置を多く使用しているため、防災訓練

の際に油流出防止訓練を行ったり、また、導入した大型の油圧装置を設置する際には、油が

万一漏洩した際にも、構造上外部には漏れ出ないように設置するなど、外部環境に配慮した

経営につとめています。 

ミヤジマ ism 
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また、水も有限な資源であると認識し、工場内で水を循環させるろ過システムを導入した

り、漏水感知のセンサーの導入や、地下水を使いすぎないよう、水位センサーを導入するな

どの取り組みも行っています。工場の屋根には太陽光パネルを設置しており、現在は電力会

社への売電のみですが、電力生産量としては自社で使用する電力の 1 割程度を賄うことが

できます。 

 こうした取り組みは、基本姿勢としての SDGs の目標１２「つくる責任つかう責任」の

他、目標６「安全な水とトイレを世界中に」、目標７「エネルギーをみんなにそしてクリー

ンに」、目標１１「住み続けられるまちづくりを」に貢献しているといえます。 

また、より身近な環境を守る取り組みとして、月に一回

の地域の清掃活動や、５S 活動など、身の回りからきれい

にすることで、従業員の環境意識に加え、生産性も向上す

る上、地域住民等外部からの評価も高まり、従業員のモチ

ベーションやモラルの向上にも寄与しています。 

まずは身近な環境をきれいにしていくことが、より広い

環境への意識の向上にもつながってくるのかもしれません。 

 

４．異業種分野への進出「ミヤジマファーム」の設立と地域との共存共栄 

 同社の工場周辺には田んぼが広がっていますが、ご多聞に漏れず、農家の高齢化や担い手

不足により、工場に隣接している田んぼも耕作放棄地となってしまいそうな状況がありま

した。耕作放棄地となってしまうと、土地の手入れがされず、雑草や害虫の増加や、洪水な

どの自然災害による被害の拡大を招くなど工場運営にも悪影響が考えられます。そこで、こ

うした隣接した田んぼを同社が取得し、事業として稲作を継続し行うことで、地域貢献がで

きないかと考え、同社は 2020 年に 農業法人 株式会社

ミヤジマファーム を設立しました。実家で稲作を行っ

ている従業員等の指導を受けながら、実際に会長等が

田植えから収穫までを行い、初めて収穫したお米は、

良い土壌と良い水のおかげもあり、非常においしく好

評ですぐに売り切れたそうです。 

本業の鍛造事業で B to B 取引を行っている同社で

は、お客さんの喜ぶ顔を直接見る機会は多くありませ

ん。ゆくゆくは従業員にも農業に携わってもらうなど

して、「直接お客さんの喜ぶ顔をみることで感動を与えたい。また、おいしいお米を作るた

めには、土地と水を守っていかなければならないため、環境意識向上にもつながる。」と宮

嶋社長は語っています。 

また、「将来的には、ミヤジマファームのお米だけでなく、周辺地域のお米をブランド化

し、当社の人脈などを活用しながらミヤジマファームが中心となって販路を拡大したり、レ

ストランやマルシェを開いて、周辺の農家の農作物なども売るなど、地域に貢献することが

宮嶋会長と稲作を指南する従業員 

同社従業員による清掃の様子 
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できないか考えている。」という夢も持っておられる宮嶋社長―こうしたミヤジマファーム

の取り組みや構想は、SDGs の目標８「働きがいも経済成長も」や目標１１「住み続けられ

るまちづくりを」、目標１５「陸の豊かさも守ろう」、目標１７「パートナーシップで目標

を達成しよう」への貢献につながる取り組みといえます。 

 

５．SDGs に貢献する取り組みを次々展開する㈱ミヤジマ～今後の展望～ 

宮嶋社長は、経営に強く SDGs の視点を取り入れていく必要があると考えて、様々に取

り組んできていますが、ほとんどは SDGs という言葉がない時から取り組んできたことが

後から「SDGs の取り組み」としてマッピングされたものです。 

同社のように、意識せずとも、SDGs の考え方につながる取り組みを数多く行っている企

業は多いのではないでしょうか。SDGs を念頭に置いた新しい取り組みや、新しい価値の創

造だけでなく、持続可能な社会を形成する一員として、既存の取り組みを整理し、より発展

させていくことでも SDGs に貢献することができます。 

「今後、より会社を大きくしていくためには、トップ

ダウンではなく、従業員に支えてもらい、社内外の協力

者を増やしてくことが大切である。」と語る宮嶋社長。

多くの協力者と共に企業の発展を目指す中で、壁に直面

した際には、「“ミヤジマ ism”の 126 項目にある“率先垂

範”で書かれているように「『Let’s go!（前へ進め）』で

なく、『follow me!（俺に続け）』」の精神を実践して

いきたい。」―本インタビューの節々で、「社員の満足」

「お客さんや地域の方が喜ぶ顔」という言葉が数多く語

られた宮嶋社長が率いる「人を大切にする経営」に邁進する同社の今後のますますの発展を

当機構も陰ながら支えていきたいと思います。 

 

６．会社概要 

（１）企業名：株式会社ミヤジマ 

（２）代表者：宮嶋 俊介 

（３）創業年月：1929 年 4 月 

（４）資本金：10 百万円 

（５）従業員数：47 名（役員・パート含む） 

（６）事業概要：各種シャフト形状部品の熱間据え込み(アプセット)鍛造および各種金 

属熱処理加工および機械加工 

 （７）所在地：滋賀県犬上郡多賀町多賀 1008 番地 

（８）URL：https://www.miyajima-jp.com/ 

構成／福田 康平 

（令和 4 年 3 月時点）  

㈱ミヤジマ 宮嶋社長 
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第８章．Q＆A 

Q1．SDGsの 17目標、169ターゲットとはどういうものですか？ 

A1．たとえば、目標１２は「つくる責任つかう責任」です。廃棄物の発生防止、削減、再 

生利用及び再利用により、廃棄物の発生を大幅に削減することがうたわれています。ま

た、目標 8は「働きがいも経済成長も」です。働きがいのある人間らしい仕事の提供を

しつつ、多様化、技術向上、イノベーションを通じた高いレベルの経済生産性を達成す

ることがうたわれています。（※具体的な事例として本書第 7章「中小企業の SDGs経

営の事例をお読みください。） 

また、本書では、SDGsの解説本等で当たり前のように載っている「SDGsの 17目

標、169ターゲット」の説明は紙面の都合上掲載しておりません。ネット上でもたくさ

ん掲載されていますのでそれらをご覧ください。正式な詳しい解説をお読みになりたい

方は外務省ホームページに掲載の情報をお読みください。

https://www.mofa.go.jp/mofaj/files/000101402.pdf 

 

Q2．SDGsのピンバッチやロゴを使うには許可が必要ですか？ 

A2．ロゴの使用規定については、国際連合広報センターのホームページに、ロゴ使用のた 

めのガイドラインがまとめられています。例えば、色を変えない、形や縮尺を変えない

などのルールを守る必要があります。ホームページや名刺にロゴを掲載することも可能

ですが、価格の入ったパンフレットには掲載することができないというルールもありま

す。使用したい場合には、このガイドラインに則り進めていくことが必要です（簡単に

まとめて無料でネット上に公開している民間会社もあります。）。 

出典：国際連合広報センター「ロゴ使用のためのガイドライン」 

https://www.unic.or.jp/files/SDG_Guidelines_AUG_2019_Final_ja.pdf 

 

Q3．SDGsはなぜできたのですか？ 

A3．SDGs は、MDGs（ミレニアム開発目標）の後にできた 15年目標です。MDGs で 

は、開発途上国における、貧困や飢餓、安全衛生などを課題として設定しました。それ

を受けて、次の 15年では、気候変動など全世界的な課題を 17選定し、先進国も含めた

全世界的にとりくむことを目指しました。2030年までにこれらの課題に終止符を打つ

ために民間企業が参画しイノベーションを起こすことが期待されています。詳しくは第

9章「参考～SDGs の歴史等～」をご覧ください。 
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Q4．大企業だけでなく、中小企業も SDGsに取り組む必要があるというのは本当です

か？ 

A4．投資家は企業を見る際に、どれだけ利益をあげているかではなく、どのように利益を 

あげているか（環境への配慮、人権への配慮等）を重視するようになっているため、大

企業は先んじて SDGsに取り組み、また取組を発信することによって、投資家と企業価

値を共有して、ESG 投資を引き出しています。 

中小企業は、投資とは関係ない場合も多いかも知れませんが、取引先、一般消費者、従

業員、等様々な場面で SDGsを物差しとして、企業価値を判断される社会に確実になり

つつあります。 

 

Q5．SDGsに取り組むメリットはなんですか？ 

A5．本書第 2章（SDGsへの取り組みは「経営にプラスになるもの」）に取り組むメリッ 

ットは詳しく書いていますが、第 3章（経営の面から SDGsを意識した方が良い 4つの

視点）には、取り組まないことによるリスク（取引先からの発注がなくなる、消費者か

らのバッシング、若い世代の人材確保が難しくなる等）も書いてあります。 

SDGsは将来あるべき世界の姿を提示しているものなので、それに向かって考えれば、

新たなアイデアを生み出すきっかけとなります。つまり、今ある自分達の技術・サービ

スをより発展させることにつながります。 

 

Q6．逆に SDGsに取り組むことのデメリットはないのでしょうか？ 

A6．取り組むことのメリットは色々あげられますが、デメリットは基本ないと言えます。 

強いて言えば、「SDGsに取り組んでいる」と派手に宣伝していることが実際には取り

組まれていないとか、また、環境に優しいのが売りの商品が実は劣悪な労働条件下で生

産されているものであった、SDGs 宣言をした大手企業の下請けが児童労働をさせてい

た等、実態が伴っていないのに取り組んでいると宣伝していると、世間の批判を受けた

りすることになると思います。これは「SDGsウォッシュ」と呼ばれています。 

 

Q7．できそうな目標を設定するだけでも良いのですか？目標は数値で示さなければならな

いのですか？ 

A7．目標は、数値（定量的なもの）で示せるとわかりやすいです。いずれにしても、 

SDGs 経営の実践は「こうでなくてはならない」という手法があるわけではありませ

ん。まずは、取り組みやすい部分から実施するのが良いでしょう。より関連性の高いも

のや、重要性の高いものなどを選定することから始めましょう。 

 

Q8．設定した目標を達成できない場合、ペナルティが発生するのですか？ 

A8．設定した目標に到達しなくても、ペナルティ・罰則のようなものはありません。 
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積極的に、2030 年の理想のあり方を掲げるのが望ましいです。ただし、理想を掲げる

のみで、なんら実行している状況が見えないと、パフォーマンスとして掲げただけと受

け止められ、「SDGsウォッシュ」と顧客、取引先、金融機関などから批判的に受け止

められる可能性があります。 

 

Q9．SDGsの取り組みをホームページで掲載する、SDGsピンバッジを着けて取組企業で

あることを示すなど以外に取り組みを公表する方法等はありますか？ 

A9．近畿経済産業局で「関西 SDGsプラットフォーム」という SDGs に取り組む企業が取 

組を発表したり、SDGsに関する様々な情報を収集したりなどできる枠組みを作ってい

ますので、そこに登録して、SDGs の取組内容を発表したり、分科会に入ってネットワ

ークを構築したり、取組を深化させることができます。是非登録をご検討ください。

https://kansai-sdgs-platform.jp/ 

また、SDGsへの取組に自信を深めた時には、SDGsアワードへの応募に挑戦してみる

のも良いと思います。 

 

Q10．SDGsに取り組むためにも、経営改善や人材育成を行いたいのですがどうしたらよ

いでしょうか？ 

A10．中小機構近畿本部にご相談ください。SDGsの視点に立って、経営改善や販路開 

拓、人材育成等のお手伝いをさせていただきます。SDGs経営に関する窓口相談も開設

しておりますので、是非、ご活用ください。 

 

Q11．SDGsに取り組むことにしたのですが、周囲の理解が得られません。周囲の人を巻

き込むにはどうしたらよいですか？ 

A11．周囲の理解が得られないケースは、SDGsそのものを理解していないか、SDGsの 

有効性を理解していないといった場合等によく見られます。まずは、相手の状況や立場

に立った上で、SDGsに取り組んだ方が良いと感じてもらえるコミュニケーションに努

めることが重要だと思われます。経営上の利点、営業上の利点などを数値で示したり、

事例で示したりしながら有効性についての理解を得られるように努めましょう。 

 

Q12.「人材の定着」でも SDGsは効果がありますか？ 

A12. SDGsに取り組んでいる企業は、職場環境の改善にも力を入れる傾向にあり、例え 

ば、若手社員による新入社員へのメンター・指導員制度を導入し、コミュニケーション

不足の解消、若手社員の指導能力養成、新入社員への技能伝承（早期戦力化）などを達

成し、SDG8「働きがいも 経済成長も」への貢献の取組を行い、離職率を改善するこ

とに結びつけている企業もあります。 

※参考：公益財団法人日本生産性本部「若者が定着する職場づくり取組事例集」

https://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-11600000-Shokugyouanteikyoku/jireisyuu29_1.pdf 
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Q13．その他 SDGsに取り組む企業への支援策はありますか？ 

A13．JICAなどで開発途上国の課題解決に対する調査、実証への補助や、自治体の中で認 

証制度や補助金など SDGsに取り組む企業への支援策は出てきております。SDGsがカ

バーする分野は幅広いので、各企業が目指す課題解決において、それぞれ使える制度等

がある場合もあるので、各管轄の行政機関や支援機関にご相談ください。また、民間で

も SDGsへ貢献する新事業を構想し、人材を育成するための事業を行っている「事業構

想大学院大学」のような機関も存在しています。 
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第９章．参考 ～SDGsの歴史等～ 

①SDGsの歴史と背景 

SDGsは 2016年から開始しましたが、これは 2001年からの 15年目標で取り組まれてい

たMDGs（ミレニアム開発目標：Millennium Development Goals）の後継としてできた

目標です。 

MDGsは 8つの目標からなる国際目標で、SDGsにもある貧困や衛生に関する解決すべき

事項を目標に据えた主に開発途上国の問題解決のためのものでした。また、その達成に向

けての行動は、国連や先進国の政府が主導していました。そのため、多くの民間企業にと

っては馴染みのないものとなっていました。 

また、持続可能な開発についての取り組みは、さらに、そこから 13年ほど遡ることがで

き、1987年に環境と開発に関する世界委員会が開催され、その中で議論されています。 

このように、ここ数年で聞くようになったと感じる SDGs ですが、その歴史は 30年以上

あり、それらの取り組みの中で、国連や政府の主導では目標達成が限定的になることがわ

かってきたことから、民間企業の活躍が期待される取り組みへ変化することとなったわけ

です。 

 

図表 16「持続可能な社会に向けて 30 年以上前から取り組みが続いている」 

出典：「持続可能な取組年表」（学校法人先端教育機構 SDGs 総研） 

 

 

 

大阪・関西万博 
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②日本におけるこれまでの取組 

日本では、政府や経済団体が SDGsの認知や取り組みを牽引してきました。 

特に政府は、SDGs 推進本部を設置し、ジャパン SDGsアワードを開催したり、SDGsの

取り組みを促しています。ジャパン SDGs アワードは、SDGs達成に資する優れた取組を

行っている企業・団体等を SDGs推進本部として表彰するもので、選考は NGO・NPO、

有識者、民間セクター、国際機関等の広範な関係者が集まる SDGs 推進円卓会議構成員か

ら成る選考委員会の意見を踏まえて決定されています。大手企業のみならず、中小企業や

非営利組織、教育機関や商店会なども受賞しているため、それぞれの立場での目立った活

動かどうか、それが他の組織や地域にも実行可能なものであるかどうか、が問われるもの

です。 

また、日本経済団体連合会（経団連）では、2017年に企業行動憲章(＊)を改定し、SDGs

の達成を柱に据えるとしています。「SDGs の達成に向けて民間セクターの創造性とイノ

ベーションの発揮が求められる」と記され、企業における社会的責任（CSR）活動の延長

線とは一線を画し、SDGs は企業の収益の中から行うべき責任行動ではなく、その中に商

機があるとして、「創造性」と「イノベーション」の発揮を求めている点は SDGsの特徴

をよく表しています。 

＊企業行動憲章（日本経済団体連合会）https://www.keidanren.or.jp/policy/cgcb/tebiki7.pdf 

 

さらに、政府は 2020年 10月、「2050年カーボンニュートラル」に伴うグリーン成長戦

略を打ち出しました。脱炭素化社会を構築するための技術開発を促すため、政府は 20年

間で 2兆円の基金を設立し、民間企業の開発・設備投資を誘引するもので、そういう取り

組みには世界中から資金も集まりやすいという現在の世の中の流れを踏まえた施策です。

この政策は SDGs への貢献そのものですが、認知すべき大事なことは、「SDGs への取り

組み」に世界の投資は集まるようになってきていて、「SDGsへの貢献」がお金を生む社

会になってきているということです。中小企業の皆様も「SDGs への対応」は企業の成長

の制約ではなく、逆に大きな成長につながるものだという発想の転換が今、求められてい

ると認識することです。 

 

③近畿（関西）におけるこれまでの取り組み 

近畿・関西地域では、SDGsの達成に向けて、関西の民間企業、市民社会・NPO・NGO、

大学・研究機関、自治体・政府機関といった、多様なアクターが参加する「関西 SDGsプ

ラットフォーム」という枠組みが設立されていて、2020年 12月時点で 1000を超える団

体が会員となっています。 

また、2025年には、大阪・関西万博を控えていますが、「いのち輝く未来社会のデザイ

ン」をコンセプトに準備が進められており、通称「SDGs万博」とも言われています。20

「TEAM EXPO 2025」プログラムが開始しており、共創パートナーや共創チャレンジの募
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集が開始されています。このように、近畿・関西地域は SDGs の取組に熱心で、活動しや

すい環境であると言えます。 

TEAM EXPO 2025（公益社団法人 2025 年日本国際博覧会協会）https://team.expo2025.or.jp/ 
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